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156一系一本会議一21号平成15年04月08日

平成十五年四月八日（火薩日）

　　平成十五年四月八日
　　　　午後一時　本会議

○本日の会議1こ付した案件
　値人情報の保護1こ関連する諸法案を審査するため委員四十五人よりなる個人情報の保護に関する特別委員会を設置す
るの件（議長発議〕
　港湾法等の一部を改正する法律案（内閣提出）
　空港整備法の一部を改正する法律案〔内閣援出〕
　値入惰報の保護に関する法律案｛内閣提出〕、行政機関の侯有する個人情報の保護に関する法律案｛内閣提出）、独
立行政法人等の保有する個人情報の侯護に関する法律案｛内閣提出〕、情報公開・個人情報保護審査会設置法案（内閣
提出）及び行政機関の．保有する個人情報の援護に関する法律箏の施行に伴う関係法律の整備等に蘭す一る法律案一（内閣提
出）並びに値人情報の像護1二関する法律案｛枝野幸男君外八名提出〕、行政機関ω保有する個人繕報の探護に関する法
律案｛枝野幸男君外八名提出〕、独立行政法人等の保有する値人情報の保…董1＝関する法律案倣野幸男君外八名提出〕
及び情報公開・個入情報保護審査会設置法案｛枝野寺舅君外八名提出）の趣旨説明及び質疑

　　　　午後一時三分開講

・O…義長磯貫民輔君〕　これより会議を開きます。
　　　　　　　　　◇
　特別委員会設置の件

○議長（綿貫民輔君〕　特別委員会の設置につきお諸りいたします。
　値入橋報の保護に関連する諸法案を審査するため委員四十五人よりなる値入矯報の保護に関する特別委員会を設置い
たしたいと存じます。これに御髪議ありませんか；
　　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長傭貫展輔君）　御異議なしと認めます。よって、そのとおり決まりました。
　ただいま議決されました特別委員会の委員は追って指名いたします。
　　　　　　　　　◇

○下村博文君　議案上程に関する緊急動議を提出いたします．
　内閣提出、港湾法等の一部を改正する法律案、空港整備法の一都を改正する法律案、右両案を一嬢義題とし、委員長
の報告を求め、その審議を進められる二とを望みます。

○議長傭貫民輔箸〕　下村博文君の動議1：御異議ありませんか。
　　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（綿貫民輔君〕　御異議なしと認めます。

　港湾法等の一部を改正する法律案（内閣提出）
　空港整備濫の一部を改正する法律案（内閣提出）

○議長｛綿貫民輔君）　港湾法等の一部を改正する法律案、空港整備法の一部を改正する法律案、右繭案を一括して議
題といたします。
　委員長の報告を求めます．国土交通委員長河合正智君．

　港湾法等の」部を改正する法律案及ぴ同報告書一
　空港整備法の一部を改正する法律案及び同報告書
　　　　〔六号末尾に掲載〕

　　　　〔河合正智君登壇〕一

〇河合正智君　ただいま議題となりました両法律案につきまして、国土交…重委員会における審査の経過及．ぴ結桑を御報
告申し上げます。
　まず、港湾法箏の一都を改正する法律案について串・し上げます。
　本案は、既存の港湾施設の高度翻用を図るため、電子情報処理絹織の使矧こより入港届等の手銭を迅速かつ的確に処一
理することができるようにするとともに、民間事業者による港湾施設の整備の促進により臨海部にお1ナる土地利用の転
換を進めるため、所要の措置を講じようとする毛のであります。
　その主な内容は、
　第一に、国土交通大臣は、港湾管理者が受理する入港届等を迅速かつ的確に処理させるため、電子億報処理組織を設
置し、管理することができることとし、その電子情報処理親織を使用する港湾管理劃よ、使用料を負担しな1ナればなら
ないこと、
　第二に、民間都市再生事業計画の認定を受けた事業者が行う公共施設の整備について、その対象施設1こ港湾率設を加
えること
等であります．
　次に、空港整備法の一部を改正する法律案について申し上げます。
　本案は、最近における航空輸送に対する国民の需要の高度化1こ的確に対応する必要性にかんがみ、航空機の運航の確
実性を一層向上させるため、所要の措置を講じようとするものであります。
　その主な内容は、
　第一に、第二種空港、第三種空港または共用飛行場1こおいて、一国及ぴ地方公共団体がその費用を負担すべきエ事とし
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て，照明施設の新設毛しくは改良または政令で定める空港用地の造成毛しく1ま整備の工事箏を追加すること、
第二に、地方公共団体は、当分の聞、その管理する第二種空港またはその設置し、屯しくは管理する第三種空港にお
いて、予定された航空機の運銑の確実性を高度に確保することができるものとして政令で定める熊明施設1：改良する工・
事及びこれと．あわせて施行されるべき政令で定める空港用地の造成または整備の工事を施行することができること
等であります。
　両案は、去る二月二十八日本委員会1＝付託され、四月二目扇国土交通大臣からそれぞれ提案理由め説明を鯨取し、本
・日質疑を行い、質疑終了後、両案について討論を行い、採決いたしました結果、両案はいずれ毛賛成多数をもって漂案
のとおり可決すべき毛のと議決した次第であります。
　以上、御報告車し上げます。　〔拍手〕

○議長（鶴貧民輔君〕　両案を一括して採決いたします．
　両案の委員長の報告はいずれも可決であります。．両案を委実長報告のとおり決するに賛威の諸君の起立を求めます・
　　　　〔賛成者起立〕

○言義長（綿責民輸君〕起立多数血よって、両案と毛委員長報告のとおり可決いたしました．
　　　　　　　　　◇
　値人情報の保護1＝関する法律案｛内閣穏出〕、行政機関の保有する値人情報の保護に関する法律案（内閣提出）、独
立行政法人等の侯有する個人情報の保護に関する法律案（内閣提出〕、傭報公開・個人橋報俣誰審査会設置法案｛内閣
提出）及び行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律等の施行に伴う関係法律の整備等1こ関する法律案（肉開提
出）並ぴ1こ値入傭報の保護に関する法律案（枝野幸男箸外八名提出）、行政機関の燥有する個人情報の保護1こ関する法
律案（枝野幸男箸外八名提出〕、饗立行政法人等の保有する個人構報の保護に関する法律案（枝野幸男君外八名提出）
及び情報公開・個人情報保護審査会設置法案（枝野幸男君外八名提出）の趣旨説明

○議長鶴貫展輔箸）　この際、内観提出、櫓人情報の操護に関する法律案、行政機慶の保有する個人榛報の保護1：関
する法律案、独立行政法人等の保有する値人情報の保…童に関する法律案、情報公開・個人情報保護審査会設置法案及ぴ
行政機関の保有する値入構報の保護に関する法律等の施行に繰う関係法律の整備等1＝関する法律案並びに枝野幸男君外
八名提出、個人情報の保護1こ関する法律案、行政機関の保有する優人情報の保護1＝関する法律案、独立行政法人等の保
有する値人情報の保護に関する法律案及ぴ情報公開・値人情報俣…董審査会設置法案について、趣旨の説明を順次求めま
す．国務大臣細田博之君．
　　　　〔国務大臣細田博之君登壇〕

○国務大臣（網田博之君）　値人情報の保言董に関する法律案につきまして、その趣旨を搦説明申し上げます・
　同法律案に関しまして1ま、第百五十一回国会に提出され、第百五十五回国会において審議未了のまま廃案となった経
緯がありますが、基本原則を制除すること等を内容とする与党三党修正要綱＝沿って修正し、再提出することとしたも
のであります。
　次に、本法律案の内容の概要を御説明申し上げます。
　この法律案は、高度榛報通信社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大していることにかんがみ、個人情報の適
一正な取り扱い1＝関し、基本理念、施策の基本となる事項、個人偏報を取り扱う事業者の遵守すべき一義務を定めること等
により、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを目的としております。
　この法律案の要点を申し上げますと、第一に、個人情報の取り扱いについての基本理念を定めるとともに、国及ぴ地
方公共団体の責務等を明らか1＝し、関係施策の総合的かつ一体的な推進を図るため政府が基本方針を作成することとす
るほか、国及ぴ地方公共団体の施策等について規定しております血
　第二に、個人情報データベース等を事業の用に供している一定の事業者が個入情報を取リ扱う際に連寄すべき義務と
して、個人データの第三者提供の制限や、本人の求めに応じた開示、訂正等の義務を定めることといたしております。一
同時に、、義務に違反した場合における主務大臣による勧告及び命令、命令に従わない場合の罰劇等も規定しておりま
す。

　第三に、民閥団体による値入惰報の保護を推進する観点から、苦情の処理等の業務を行う団体に関して、主務大臣が
認定を行うこと等を規定しております。
　なお、報道、著述、学術研究、宗教、政治の五分野については、事業者の義務等に関する規定の適用を除外する二
方、個人情報の適正な取り扱いのため必要な措置をみずから講じ、かつ、その内容を公表するよう努めなけれぱならな
いこととしております。
　以上が、この法律案の趣旨であります．
　何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御可決あらんことをお願い申し上げます。　〔拍手）

O…義長（綿貫民輔看）　総務大臣片山虎之助君．
　　　　幅務大臣片山虎之動君登壇〕

○国務大臣（片山虎之助言〕　行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律案、独立行政法人等の保有する個人情
報の保謝こ関する法律案、情報公開・値入槍籔保護審査会設置法案及び行政機関の保有する個人情報の保護に関する法
律等の施行に伴う関係法律の整備等1＝関する法律案について、その趣旨を搦説明申し上げます。
　これら四法案は、第百五十四回圏会に提出され、第百五十五回国会1こおいて嚢議未了のまま廃案となった経緯があり
ますが、行政機関の職員等に対して罰貝一陣設けることを内容とした与党三党修正要綱に沿って修正し、再度提出するこ
ととしたものであります。
　次1こ、各法律案の内容について、その概婁を御説明申し上げます．
　まず、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律案は、行政機関において個人情報の利用が拡大していること
にかんがみ、行政機関における．値人情報の取り扱いに関する基本的事項を定めること1二より、行政の適正かつ円糧な運
営を図りつつ、個人の権利利益を榛護する一ものであります．
　この法律案の要点は、第一仁、行政機関は、個人情報を保有するに当たっては、その利用目的をできる限り特定する
とともに、．利用目的の逮劇こ必要な範囲を超えて個人情報を保有してはならない二ととする等、個人情報を適正に取り
扱う義務を定めております。
　第二1＝、行政機関が篭手計算機処ヨ…姜に係る個人情報ファイルの保有に関し，あらかじめ総務大臣に対し、所定の事項

を通知しな1ナれぱならない毛のとし、さら1こ、個人情報ファイルについて、原則として、所定の事項を記載した帳簿を
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作成し、公表しなけれぽならないものとしております．
　叢三1こ、何人も、行政機関の長に対し、警該行政機関が保有する自己に関する値入楕報の開示、訂正また1ま利用停止
を；音求することができる調度を設けております．また、行政機関の長は、開示、訂正または利用停止の決定等1＝ついて
不蔽申し立てがあったときは、棲報公開・個人情報保護審査会に諮問するものとしております．
　第四に、行政機開の職員等に対する罰貞蛯穀けることとしております。
　次に、独立行政法人等の保有する値人情報の保護に関する法律案は、独立行政法人等のうち百三十＝＝法人について、
行政機関の保有する倍大憶報の・保護に関する法律案に準じて、一、個入情報の遷正な取り扱い、二、個人情譲ファイル
薄の作成及ぴ公表、三、開示、訂正及ぴ利用停止、四、罰則等1＝ついて定めるものであります．
　次1＝、情報公開・値入榛報保護審査会設置法案は、内閣府に設置されている情報公麗審査会を改組して梼報公開・姻
人情報保護審査会とし、同審査会において、行政機関の保有する構報の公開に関する法律等の規定による不服申し立て
について調査審議するほか、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律案等の規定による不服申し立てについて
も言冑査審議することとするものであります。
　最後に、行政機関の侯有する信人情報の侯謝こ関する法律等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案は。登記
簿、．特許原簿等、開示または…丁正等について独自の手続が定められている文書に記録されている保有個人情報1＝ついて
は．行政機関の保有する個人情報の嬢護に廃する法律案第四童の規定の適搦を除外する等、関係法律の規定の整備等を
行うものであります。
　理上が、行政機襲の保有する個人情報の保護に関する法律案等四法案の趣旨でございます。
　何とぞ、棲童御審議の上、速やかに御可決あらんことをお願いいたします。　（拍手）

○議長㈱貫民輔着）　提出看細野豪志君．
　　　　　〔細野婁忠君登壇〕

○細野豪志署私は、民主党・無所属クラブ、自由党、日本共産党、社会民主党・市民連合を代表して、共同提出の個
入情報保護法案並びに関…童法案の趣旨の説明をいたします。　〔拍手〕
　国会において、値入傭報保護法案の審議が開始されたのは、二〇〇一年の三月、政府が最初の個人情報保護法案を提
出したときにさかのぼります。本法案を審議する前に、なぜ、二年以上毛の闘、政府提出法案が成立しなかったのか、
そして、昨年末、廃案という無残な結集を招いたのか、その原因を考える必要があります。
　振り返ると、政府案への批判は、表現の自由や国民の知る権利への侵害に集中していました。しかし、政府提出法案
の最毛深刻な問題は、値入憶揮の官への集中を放置しながら、民には厳しく、官には甘い、この一点にあったのであり
ます。

　法案が提出されて以菜，メディアの報道、市民団体の活動、そして、多くのシャ」ナリストからの披判が集中し、個
人情報保護法案は国民からの袋たたきに遭いました。国会外の多くの方々からの声を受け、野党四党は、一致結東し
て、この欠陥法案に反対し、廃案に追い込むことができたのであります。政府及ぴ与党三覚は、この事実をまず夏撃に
受けとめるべきであリます。　（拍手）
　このたび、政府は、廃案となった旧法案に微修正を施し、形だけ新たな法案として、国会に提出いたしました。新た
な個人情報保護法案の中身を見ると、一修正の目的が報道からの批判を免れようとする意図にあることは明らかでありま
す。一方、行政機関個人僑報保護法案では、新たな罰則規定が設けられてはおリますけれど毛、昨年、国民に大きな衝
撃を与えた防衛庁リスト問題のようなケースは不問に付される可能陸が極めて高くなっております。政府提出法案は1団
法薬の持っていた深刻な問題を放置した欠陥法案であると断ぜざるを得ません。　（拍手〕
　今日、構報通信技術の急速な発展1＝伴い、多様な個人情報の利用が飛躍的な広がりを見せております。このような時
代脊量を考えたとき、個人情報保護法制の必要性は、我々野党も一致して認めるところであります．しかし、政府と
我々との聞に1ま、個人情報保護に対する基本的な哲学に大きな差があります。
　義々が最毛懸念するのは、民間と比較して膨大な僧人データを有している行政機関への情報の集中であります；．国民
の量大の不安もこの点にあるのであります。そのことを考えると、個入棺報保護のあり方は、権力の関与を最低限にと
どめるものでなけれ1まなりません。野党四党は、この哲学1こ基づいて、国民の個人構報の保護を適切1≡なし得る法案を
提出いたします．
　以下、政府案との逢いに焦点を当てて、ポイントを御説明いたします。
　まず、『個人楮報の取得、利用、第三者に対する提供等1＝関し本人が関与する」という自己情報コントロール権を第
一条の目的規定1＝定めました．この考え方は、個人情報取扱事業者の義務の部分で具体化され・ております。
　次1＝、個人情報取扱事業者1こ対して、センシティブ情報の特に慎重な取リ扱いを義務づけました．
　具体的には、個人情報取扱事業番が、あらかじめ本人の同意なく、思想及ぴ信条に関する事項、医翻こ関する事項、
福祉に係る給付1こ関する事項、犯罪の経国：関する事項、人種、民族、社会的身分、門地並びに出生地及ぴ本籍地を取
り扱うことを原則的に糞上するものであります。国民の最大の懸念であるセンシティブ情報について一切記載のない政
府案は、この箇からも国展の負託にこたえるものとはなっておリません。
　また、個入情報保護1＝おける主務大臣の恣意的な運用を避けるために、いわゆる三条委貴会である個人橋報保…董委員
会を内閣府の外局に設置することといたしました．すなわち、個人情報の適正な取リ扱いのために必要な監督、苦情の
処理等の役割をその個人情報保護委員会1＝与えることとしておリます。
　さらに、個人情報を保護する一方で、表現の自由や報道の自由を守り、国民の知る権利を担保するために、適用除外
規定を設けました。政府案仁おいて乱適用除外が設けられてばおりますげ牝ど毛、野党案で氏その適用除外を報造
機関に限定するのではなく、活動の目的によって規定しております．
　具体的には、「報道の用に供する一日的」「著述の用に供する目的」『不特定かつ多数の者に対して、情報を発表し、
又は伝達する活動の用に鎮する目的」「学術研究の刷二供する目的j除数活動の用に僕する目的j敏治…舌動の滞1こ
供する目的」」の個人情報の取り扱いについては、本法の義驚規定を適用しないことといたしました、
　また、政府案で定められている適用除外を受ける機関1こ対する努力規定は、報道の自由等を制限する懸念があるた
め，野党案では設けておりません。
　一方、行政機関個人情報保護法案については、より厳しい規定を設けております。特1＝、値人情報の目的外利用につ
いては、厳格1＝禁止いたしました．例外的1こ、「業務の円…音な遂行に著しい支隆が生じるとき」に1ま目的外利用を認め
1ましておりますげれども、その際も、情報公開・個入情報県議審査会の意見を聞かなけれぽならないこととすることi二
よリ、行政機関の個人情報の乱用を許さないこととしております．この点、政府案では、「相当な理由」さえあれば目
的外利用が許されており、行政の恣意的運用が強く懸念されるところであります。
　さらに、公務員に対する罰員槻定は、政府案でも新設されましたが、不十分であり、実効的な規定を設けておりま
す。

行政機関の職員がその職権を勧用して、個人の秘密1二属する事項が記録された文書などを収集したときには、罰員1」を
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科すことといたします。防衛庁1」スト問題のケース1＝おいては、この規定が適用されることになります．また、行政機
関の職負が個人情報フ7イル薄に掲載されていない個人情報ファイルを利用したときにも、一罰員蛯料すこととしており
ます。より厳格な罰貝帷設けること1こよって行政機露の個人情報の乱用を予防する二とを目的とした規定でごぎいま
す。

　以上が、野党四党が共同提出いたしました法案の趣旨であります。
　趣旨説明の農劉こ、一言申し上げます。
　我々は、個人情報保護法案の十分な審議を強く求めております。ただし、そ一の審謝ま、鱈人情報保護法案の審議を尽
くしてきた内閣委員会で行われるべきでありました。このたび、与党三党は、委員長ポストを確保することで審議の短
雛冒指し、特別懇会の設置を強行いたしました。この暴挙に強く抗議し、趣旨の説明を終わります．（拍手）
　　　　　　　　　◇
　個人繕報の保護に関する法律案（内閣提出〕、行政機関の保有する個人情報の保護1＝関する法律案（内閣提出）、独
立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律案（内閣提出〕、情報公開・個人情報保護審査会設置法案㈱閣
提出〕及び行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案（内閣提
出〕並ぴ1＝個人徳報の保護に関する法律案（枝野幸男看外八名提出）、行政機関の保有する個人構報の保護に窮する法
律案倣野寺勇君外八名提鋤、独立行政法人等の保有する個入情報の保護に蘭する法律案倣野幸男君外八名提出）
及び情報公開・個人情報保護蕃餐会設置法案（校野幸男君外八名提出〕の趣旨説明1こ対する質疑

O…義長（綿貫湊輔着）　ただいまの趣旨の説明に対して質疑の通告があります．順次これを許します。今野東君。
　　　　　〔今野東君登壇〕

○今野東君　民主党の今野東です。
　民主党・無所属クラブを代表して、ただいま議題となりました野党四党提出の個人情報保護関連法案並びに内閣捻出
の個人情報保護関連五法案について質問いたします。（拍手〕
　さて、日本列島は桜前線が北上しています。桜の季節の前後1＝毛さまざまな花が咲き競いまして、列島は花の香りに
包まれておりますが、ここ国会だけは、花の香りというわけ1＝はいきません。どう毛、うさん臭い霧が漂っています。
　坂井隆憲議員が逮捕された二ともあるかもしれません．大島理森前農林水産大臣が、秘書がやった、関知してないと
言いながら大臣をやめたということもあります．さらに、なぜ、この時期に個人情報保護法案、関連法案の審議を急ぐ
のか。なぜ、内閣委員会で審議された毛のが今回は特別委員会で、しかも、性急に審議されるのか。我が党もしっかり
議論はさせていただきますが、これは国民の皆さん1＝説明しがたい与党のこそくな手段と言わざるを得ません。（拍
手〕

　さて、小泉総理1＝伺います．
　日々伝わってくるイラク戦制：、国民の皆さんは大きな関心を持っています．国蓮安全保障理事会を無視したアメリ
カ軍によるイラクヘの武一カ行使に心を痛め、∴日も阜くイラク、中東地螂＝平和と安定の構築がなされることを祈って
います。

　報道によれば、米英軍はバグダッド中心部へ侵攻し、フセイン体制め象籔だった大統領宮殿が爆撃され、政樹ま急達
に支配機能を失いつつあるとも言われています。
　近ごろは、戦争後の統治、復興をめぐって、さまざまな意見が出始めました。政府毛、あしたから、川口外務大臣を
イギー」ス、フランス、ドイツに派遣するそうですが、総理は、この戦争はどうなったら戦後だと認議されるのでしょう
か、どうなったら終結と考えるのでしょうか．そして、この復興をめぐっては、日本1ま国連主導の復興を主張するので
しょうか．ばたまた、復興支援についてもアメリカから言われるままにイエス、イエスとうなずくのでしょうか．それ
と毛、また例の、その時々に考えるのでしょうか．どうぞ、日本をどう主張するのか、お考えをお聞かせください．
　また、復興支援のための補正予算を編成する可能性を総理はマスコミに略語っているようですが、この本会議場で、
私たちにぜひお聞かせください。
　さて、本題に入ります、
　値入惰報が公の利益の名のもとに収集されることが多くなりました．それに対して、監視社会の至1傑を心配する声毛。
市民社会の申から出てきています。だからこそ、私は、プライバシーの権利である個人情報保護法はしっかり整備しな
ければならないと思っています、
　しかし、そこでは、実効性を担保すること、一自己情報コントロール権をしっかリうたうこと、そして一、表現の自由を
担保すること、。とりわけ、個人偏報を原理として認めた上で法整備を進めるべきだと考えます．ここのところをしっか
りさせておかないと、個人情報保護法はいいかげんな法律になってしまうと患いますが，総理1まどうお考えでしょう
か．

　政府は、表現、報…童の自由を制限するものであるとして大きな反対を巻き起こした五つの基本原則を、今回は削除し
ました。確か1こ、このことでマスコミの個人榛報保護法反対のキャシベーンは繍、されたように感じます。そういう意
味では、政府のねらいどおりだったか屯しれません。しかし、ここ1＝はからくりがあることを見逃すわげ1＝はいきませ
ん。

　義務規定の適用を除外された報道、掌術、宗教、政治の四分銅＝は、五十条三項で、努力親定が設けられています。
これは，劃除したと見せておいての裏仕掛けではないでしょうか。実質的に、これら適用除外を受けた四分野にも規制
が及ぶ可能性を残した。づまり，メディアに配慮するポ’ズだけはする1ナれども、行政法規としての毒はそのままにし
ているという、実に隼劣な修正なのであります。総理の答弁を求めます。
　次に、自己情報コントロール樹こついてお尋ねします．
　値入の権利の尊重の立場から、個人の情報は本人が情報の流れをコントロールできるような仕組みにすべきだと考え
ます。優人情報の取得、利用、第三著への提供に関して本人が関与し、その他の個人の権利利益を保護する旨の規定を
法律の「目的」の中1：明言暮すべきではないかと患いますが、担当大臣並びに野党四党法案担当者のお考えをお話しくだ
さい。

　政府・与党案には、思想、信条、その他の心身、経国：冒する一般に公表してほしくない個人情報及び差別の原因と
なるおそれのある個人情報、センシティブ傭報を擁護する意思が見られません。
　センシティブ情報の収集禁止観矧ま、個人情報保護条例を持つ自治体のおよそ六割が条例＝明記しています。センシ
ティブ清報の慎重な取り扱いを『基本理念」に規定し、民間と行政機関の双方1＝、本人の同意のないセンシティブ情報
については、その取リ扱いを禁止すぺきではないでしようか．担当人…巨と野党法案担当者の答弁を求めます。（拍手）
　センシティブ情報の取リ扱いについて、特1＝心配な点は、義務規定の適用を除外された分野の学術の分野です，ここ
に毛規制が及ぶ可能性を残しているとはいう毛のの、個人構報が学術研究という名のもとに使い固されるかもしれない
という危うさは、政府案1：毛野党案にも見られます。
　憲法二十三条で、学問の自由は保障されています。しかし、人間の尊厳を考慮1＝入れない学問の自劇まあリ像ないの
で眩ないでしょうか．医学研究1＝応じて参加した人を道具としてしか扱わないようなことになると、それは人間の尊厳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぺ一ジ（4）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　154艘…義院会…姜録t批t
に反すること1＝なるのではないかと患いますが、霜雪大臣のお考えをお聞かせください。

　さて、政府案の基本法を見ますと、主務大臣の監督権限が残されています．また、三十六条てば、主務大臣として国
家公安委員会を掲定することができるとなっています．私はここに驚きました。さらに、五十一条では、主務大臣の権
鰻1＝属する事務は、政令で定めるところにより、地方公共団体の長その他の執行機関が行うことができるようになって
います。そして、五十二条では、その他の執行機関の職員に主務大臣の権限を委任できるようになっています，究極の
ところ、警察官が主務大臣の代行ができるのです。
　これでは、政府案は、園家の国民管理の強化を目指す法律と言われても仕方がありません。戦前の治安維持法に戻る
ような国家患想が背後にあるのではないかとさえ思えます血また、特定業者との癒着などのおそれもあります。毛っと
しっかりしたチェックをする第三者機関が必要なのではないかと考えますが、担当大臣と野党法案担当者1：お尋ねしま
す．　（拍ミ…≡〕

　日本は言うまでもなく国民主権の国でありますから、国家機関が国民の穣金である国家予算を使い、主権者である国
民の知ることのできない方法で個人情報フ7イルを秘密に作成するようなことがあってはなりません。また、不開示情
報の要件が、「行政機関の長が認めること1＝つき相当の理由がある」あるいは「おそれがあるもの」と、ここは不明確・
です。本入からの開示書蕎求が行政裁量によって拒否される可能性があります。
　例外規定をr不利益等が明らかであ局もの」1こ限定すべきではないかと思いますが、これ1ま総務大臣の答弁を求めま
す．

　最後に、罰則規定であります。
　政府案の罰貝槻定は、官僚などが僧人の利益のため1こ不正にテータを流用するなどした場合にしか適用されないこと
1こなっています。
　省庁の組織ぐるみで行われる不正行為に対してはどのように対処するのですかと質問すると、恐らく総務大臣は、そ
ういうことはないように努めるわけであリましてと答えそうですが、そうはいきません。実際に、二〇〇二年六月、防
衛庁の情報公開請求者リスト作成問題などのケースが明ら充・になってい・ます。去年のことです。こうしたことから、省
庁の組織ぐるみで行われる不正行為に対して何の罰則もないというのでば、個人偏執の保護に関して政府の意気込みは
極めてあいまいということになります．
　総務大臣の正義に訴えます。お考えをお聞かせください。
　個人情報保護法案が市民活動に対する規制ではないかという声もあります．高度傭報化社会において個人情報の保護・
は大切ですが、この夏から稼働する住養ネットを隠れみのにして表現や市』≡…活動の自由を脅かすようなことがあっては
ならないと主張して、私の質問を一終わります。
　ありがとうございました．　（拍手〕
　　　　　〔内閣総理1大臣小泉純一郎君登壇］

○内閣総理大臣く小泉純一郎君）　今野議員1こお答えいたします．
　実効性の担保、自己情報＝1ントロール権、一表現の自由の担保の必要樹＝ついてでございます。
　政府案1こおいては、自己情報コントロール権を権利としては明記しておりませんが、事業割こよる個人情報の取り択一
いに対する本人の関与を重要な仕組みと位置づけ、開示、訂正、利用停止、第三者提供に当たっての本人同意などにつ
いて明確1＝規定し、個入の権利利益を実効的一に保護しております。
　また、個人の権利利益の保護と表現の自由を含む個人情報の有用性についてバランスをとる旨を明確にしているとこ
ろであります．
　しかし、自己情報＝1一ントロール倒こついては、その内容、範囲及び法的性格に関しさまざまな見解があり、明確な観
念として確立していないことや、表現の自由等との調整原理も明らかでないことから、明記することは適切ではないと
考えております。
　義務規定の適用除外を受1ナた分野にも規制が及ぶのではないかとの御指摘がありました．
　報道、学術、宗教、政治の四分野については、憲法上の自由に密接にかかわるものであることから、行政規制の対象
とすることがふさわしくないものについて、必要な範囲で義務規定の適用を除外している．ところであります．
　しかし、これら四分野に飢、ても、人格尊重の理念の毛とに値人情報を棲重1＝取リ扱うべきこと1＝変わリばなく、政
府案では、第五十条第三項の努力規定を設け、値入構報の適正な取り扱いを確保するための必要な捲置をみずから講じ
ていただくこととしておりますが、これはあくまでも自律的な措置であり、規制的効果を有するものではありません。
　イラクについてのお尋ねでございます、
　我が国といたしましては、イラク及び筒辺地域の平和と安定の回復が我が国1＝とっても重要であるとの認識1＝立ち、
イラクが一日毛早く再建され、イラク国民が自生で豊かな社会の中で暮らしていけるよう、今後の事態の推移を見寺り
つつ、国際社会と協調して、できる限りの対応を検討してし、く考えでございます．
　このような状況の中、現時点で戦後彼輿のための補正予算の編成を議論することは時期尚早であると考えます。
　なお、武力行使の終結め時点に関しては、具体的1こいかなる状況となるか1こついて、事態の推移を見守る必要がある
と考えます．
　政府側の残余の覧問1＝ついては、関係大臣から答弁させます。（拍手〕
　　　　〔山内助君登壇〕

○山内助君今野…姜員にお答え申し上げます．
　まず、個人情報の取得、利用、第三者への提供に関し本人が関与する旨の規定を明記すべきで1まないかとの御質問で
す。

　近年の情報化の発達した社会において、私生活の侵害を未然に防ぐ観点から、プライバシーの権利について、自己に
関する情報の流れをコントロールするという側面が活発に；萎論されています．
　例えば、今野議員の地元の宮城県でいえば、石巻市は、その値入憶報保護条例1こついて、積極的に自己の個人情報に
関与する新しい概念、自己情報コントロール権を保障することにより、本制度の究極の目的である個入の人格と尊厳の
尊重を目指したものであると位置づけています。同様の条例や認識は、多くの自治体きまざまな市民の間で広翻＝広
がっています．
　確かに、自己情報コントロール権は生成中の概念ではありますが、基本的人権にかかわる重要な権利であることは簡
違いなく、私どもは、その趣旨や精神を法案に盛リ込むことによって社会的な認知を後押しするという考え方をとって
います。野党案は、自己情報コントロール権1：ついて、その要件効果が学説1こおいてもなお検討過程1＝あることから、
確定的なものとして明記はしていないものの、その基本的考え方を十分に反映させた画期的なものであると自負をして
おります．
　なお、自己情報コントロール権は、表現の自由と一種緊張関係1＝あることは事実ではありますが、だからこそ、私ど
もは、第一条で『表現の自由を尊重しつつ、jという規定を盛り込んだほか、中立的な個人情報保護委員会を設置する
こと、適用除外の範圏を広くとることなどを通じ、表現の自由については政府案より格段に專重されているものと考え
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ております。
　次に、センシティブ情報の規制についてです．
　今野議員御指摘のとおり、野党案では、三条二項でr基本理念」として示した上で、個人情報取扱事業者の具体的な
義務としては、十五条一項で，本人同意を得ないで扱ってはならない旨を明記しております。
　政府案は・センシティブ情報といっても解釈があいまいだということでこの規定を置いていないわけですが、私ども
は、各種法律や社会通念1こ照一らしてみて毛、思想、信条、人種、民族など列挙した事由が取扱事業者に不明確な義務を
課すとは考えていないところでございます。
　最後1：、第三者機関が必要ではないかとの御質問です。
　まさに今野議員の鋼援摘のとおり、数府案で1ま、依然として事業著に対する主務大臣の監督権限が残されており、事
業者への恣意的な介入や特定業者との癒着が起きる可能笹があります。
　それに対して、野党案では、第三者機関として、内閣府設置法四十九条三項の規定に基づき、内閣府の外局として個
人情報保護委員会を設置し、個人情報取扱事業者に対する監督、個人情報の別扱いに関する苦榛の処理や国会に対す
る報告等の役割を与えること一としております．野党案の個人情報保護委員会は行政からの饗立を強めており、御懸念の
ような問題こ最大隈配慮した毛のであると考えています。　（発手〕
　　　　　〔国務大…巨片山虎之助君登壇〕

○国務大臣（片山虎之助君）　今野議員から、二点の御質問があり一ました。
　一つは、不開示情報についての法篠上の表現のあリ方でござ。います．
　　rおそれがあるもの」としているけれど毛、r明らかなもの」の方がいいのではないかどこれは、馴＝制定されま
した情報公開法のとき1こ、どういう表現ぶりにするか、大変議論があったところでございまして、現に支障が明らかで
ある毛のだけではな＜て、将来支鋒が明らかである、相当な蓋然按があるものまで入れた方が適当ではないか、こうい
うことで、「おそれがある毛の」という表現にいたしたわ1ナでございまして、ぜひ御理解を賜りたいと思います。
　仮に、不問示決定に不搬があるとすれば、情報公開1個人情報保護藩査会等において第三者的な判断がなされるわげ
でございますので、毛とより行政機関の恣意的な扱いはしな1い、こういうことでございます．
　第＝点は、組織ぐるみで行われる不正行為1＝対する罰則はどうなるのだ、こういうことでございます．
一今野議員みずから言われましたように、組織ぐるみで不正があることはあってはならないことなんです。あってはな
らない。

　そこで、罰則の適用でございますけれども、例えば、当該行為をした職員に指示した上司などには、例えば共同正犯
だとか間接正犯あるいは教唆犯、こういう刑法等の各条に基づき処罰することは十分に可能でございますので、そうい
う二とで担保してまいります．
　以上であります。　（拍手〕
　　　　　〔国務大臣細田博之君登壇〕

0国務大臣｛細田博之君〕　今野議員にお答え申し上げます一。

　値入構報の取り扱いに関し本人が関与する権利を法律の目的に明記すぺきではないかとのお尋ねがありました。
　政府法案においては、個人の権利利益を保護する観点から、事業者による個入情報の取り扱いに対する本人の関与を
重要な仕組みと位置づけ、開示、訂正、利用俸止、第三者握僕に当たっての本人同意など1＝ついて明確に規定しており
ます。

　野党案のように、自己情報コントロール権という意味で本人の関与を競走すること1＝つきましては、その内容、範囲
及ぴ法的性格に関しさまざまな見解があり、明確な概念として確立していないこと、報道の自由等との調整原理も明ら
かでないことから、適切で1まないと考えております．
　さらに・センシティブ情報の本人の同意なき取り扱いの糞上についてお尋ねがありました．
　すべての個人権報は、情報の内容や性質1＝かかわらず・その利用目的・方法利用環境によって1ま、個人の権利利益
に深刻な侵害が生ずる可能性があるものであります。このため、何がセンシティブ情報であるかをあらかじめ類型的に
定義することは極めて困難であります。
　このため、政府案に溢きましては、「基本理念」として、すべての個人情報について、個人の人格尊重の理念のもと
・に槙童に取り扱われるべきことを明記し、その上で、特定の分野において特に厳格な規律を要する場合には、官民を間
わず、・値別の法制度や施策ごとにきめ細かく措置することを義務づけております。
　第ヨこ、学術研究分野の個人情報についてお尋ねがあり失した。
　学術研究分野における個人情報の取り扱い1＝ついては、学問の自由に密樹＝かかわる毛のでありますことから、政府
案では、必要な範囲で適用除外としておりますが、掌術研究分野においても、人楮尊重の理念のもとに個人情報を慎重
に取り扱うべきことに変わりはなく、努力規定を設け、個人情報の適正な取り扱いを確保するために必要な措置を自律
蜘＝講じていただくこととしております．
　主務大臣にかえまして第三者機関が必要ではないかとのお尋ねがあリました。
　政府案の義務規定は、個人情報を取り扱う事業者について規律する毛のであり、個人情報を事業の用に供していない
一般私人に親制が及ぶものではありません．
　また、政府案では、当事者間による自主的な解決を尊重する仕組みとしており、事業者みずからの努力義務を定める
とともに・民間の第三者機関として認定個人情報保護団体の制度を殻げております．このため、主務大臣が事業者に対
して勧告・金余等を行うのは、事業者による悪質な取り扱し、が社会間題化しているような場合に限られることになりま
す。

　このような政府案の仕組みにかんがみれぱ、主務大昌…割とすることで行救による国民監視、懇意的介入、特定業者と
の癒着のおそれがあるとの批判は当たらない毛のと考えております。
　野党案のように、新たな第三者機関を設けるとすれば、地方組織を含む大規模な行政組織が必要となり、行政改革の
流れに反するとと毛に、事業を所管する大臣との聞に二重行政が生ずるなど、現実睦、実効性の観点から問題が多いも
のと考えております。　（拍手）

○議長（綿貫民輔君〕　漆原良夫君。
　　　　〔漆原良夫君登壇〕

○漆原良夫君　公明党の法源良夫でございます。
　私は、自由農主党、公明党、侯守新党を代表して、ただいま…姜…匙となリました値人情報保護五法案について、総理並
びに関係大臣等に質問をいたします．　（拍手〕
　日本1ま、今、世界量高水準のI　T国家を目指して、さまざまな制度整備を進めているところでございます目プライバ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ページ（6〕



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15．4．躁議院会議録．t対
シー等の侵害から国民生活を守るため1：、値入榛籔保護法制は、I　T社会に不可欠な基盤法制であります。また、住基
ネットワークシステムが本年八月から本格稼働することを考え合わせれば、二の法制の制定は急務であると考えており
ます．

　政府は、このような観点から個人情報燥護王法案を第百五十一回国会に提出いたしましたが、同法律案につきまして
ば、残念ながら、メディア規制法案とか、劇＝厳しく官に甘いなどとの批判を受1ナて、第百五十五回国会1＝おいて審議
未了のまま廃案となった経緯があります。
　今回提出する法律案は、後で述べますとおリ、メディア規制との批判を受けた「基本原貝コ」部分を削除する等の修正
を加えるとともに、行政機関の職員等に対する罰則を新設するなどの大幅な修正’をして再提出されたものであります。
　私は、今回の法律案は各般の披判1こ十分1＝耐え得るものと確信するとと毛に、一日も早い同法律案の成立を願うもの
であります。　｛拍手〕

　私は、まず総理に、修正部分について質問をさせていただきます。
　メディアとその法規制のあり方についてお尋ねします。
　私は、表現の自由、報道の自由は霞民の知る権利に資するものであり、健全な民主主義社会の実現にとって最も重要
な権利であると思っております。
　　したがって、表現の自由、報道の自由に対する法規制は・あくまでも司法による事後的チェックによるべきであっ
て、行政による事前チェックは翻こ慎まなければならないと考えておりますが、総理の御所見をお伺いいたします．
　廃案になった旧法律案毛、以下、1団法と言いますが、決してメディア規鵠を意図した毛のではなく、むしろ表現の自
由を重複するという観点から、メディア規制にならないように槙璽な配慮がなされていたものと認識しております。し
かし、今回提出の政府案は、以下、新法と申しますが、r基本原則jを削除する等の大幅な修正がなされております。・
　今回の修正に際し、政府はどのような考え方1こ基づいて修正されたのか、その基本的な考え方についてお伺いしま
す。

　1団法τ…ば、個人構報取リ扱いに関する五原則が規定されておりました。すなわち1利用口吻＝よる舗限、適正な取
得、正確牲の確保、安全性の確保、透明性の確保の五原則であります．
　新法では、この五願惰定めた条文が全面的1＝削除されております。新法において「基本原則」を削除した理由は一一
体何か、新法においてはr基本原則」は不要という趣旨なのか、お尋ねいたします．
　法第五十条一項一号は、報道機関の典型例として、放送機関、新聞社、通信社を規定しております，ここに出版社を
例示として規定しなかった理由は何か、出版社が報道を行う場合に1ま第一号に、著述を行う場合には第二号にそれぞれ
該当し、適用除外の対象となると考えてよいかどうか、お尋ねいたします血
　続いて、細田大…巨にお尋ねします．
　野党案は、自己情報コントロー’レ権の趣旨を目的規定で明確化しております．
　しかし、私は、学説上も確定していない自己構報コントロール権という不明確な概念を実定法に持ち込むことは、解
釈、運用の混乱を招き、樹二報道の自由等との調整原理も明らかではないた臥メディアの正当な活動を制限すること
になるのではないかという危倶を持っております。
　政府案において自己情報コントロール権を競走しない理由についてお尋ねします．
　野党案では、いわゆるセンシティブ情報として、思想、信条、医療、福祉、犯罪、人種，民族、社会的身分、門地、
出身地、本籍地を規定しております．
　しかし、野党案の規定で1ま、いかなる個人情報がセンシティブ情報1：当たるか、解釈次第で混乱を生じさせる可能性
があります。さらに、これら以外の個人情報であっても、取り扱いに配慮すべき値人情報はたくさん存在していると患
います．

　国民の権利利益に深刻な影響をもたらす個人情報の舳扱いについて、政府案ではどのよう1こ対応されようとしてい
るのか、答弁を求めます。
　野党案では、主務大臣にかわって、第三者機関である個人構報探護委員会の設置が規定されておりま丸
　しかし、私は、個人情報が取リ扱われる分野は余りに毛広範であり、また、紛争も全国津々浦々で発生する可能性も
あります。同委員会がすべての個人繕報の取り扱いについて適切かつ迅速1＝判断をし、処理することは到底不可能であ
り、現実性、実効桂1＝乏しいのではな一いかと考えております．

　政廠案において第三者機関を設置しないこととした理由をお尋ねします．
　新法では、その三十五条第二項で、情報提供者に対する主務大臣の権限の不行使が明記されております。
　しかし、私は、憲法の表現の自由等の保障及ぴ新法三十五条第一項のr主務大臣の権限の行使の鵠限」の趣旨からす
れば、解釈上、当然に同一内容の結論が導き出せると思っております．
　あえて第三十五条第二項の規定を新設した理由をお尋ねします血
　新法は、r報道」を定義し、r　r報道」とは、不特定かつ多数の者に対して客観的事案を事案として知らせること〔
これに基づ一いて意見又は見解を述べることを含む。〕をいう。」と規定しております．
　　r報道」の定義を条文化する理由は何か、r報道」をこのように定義することによってr報道」の綴念を狭くするこ
とにならないか、r客観的事実」とは一体何か、r客観的事実」が客観的真美と違う場合、いわゆる誤報の場合であり
ます1ナれども、そういう場合でもr幸随」に該当するのか否か、御所見をお伺いします．
　新法てば、第五章の随用除外」を受ける者として、r著述を業として行う者」を追加してお帰す。ここで言うr
著述」の定義は何か、r著述を業として行う者」の範囲について、そして、著述を新た1＝適用除外とした理由について
御所見をお伺いします．
　立証責荏の分担についてお飼いします。
　主務大臣が報道目的を含まないと誤って判断をして、・報道機関が命令取り消しの裁判を提起したとしま丸この場
合、報道目的の有無の立証登任をだれが負うのか。すなわち、報道機関側に報道目的があるということの立証責任・を負
わせるのか、主務大臣倒に報道目的が全くないということの立証責任を負わせるのか、裁判の実務ではその勝敗を決す
る大きな要因とな一ります．

　私は、表現の自由等を尊重するという法の精神からして・主務大臣働に、当該メディアに報道目的が全く存在しない
ということの立証責任を負わせるぺきであると考えておりますが、御麻見をお伺いいたします。
　次に、総務大臣にお尋ねします。
　新法では、行政機関の職員等に対する処罰規定が新設されております。今回、官に対する処罰規定を新設した理由は
何か血職権を乱用して個人の秘密を収集する罪について、五十五条でございますが、本法案は、「専らその職務の馬以
外の用に供する目的」を要件としております。しかし、野党案は、これを要件としておりません。本法案がなぜこの目
的を要件としたのか、野党案に対する批判も含めて御所見をお伺いしたいと思います．
　量後に、野党案の提出者の皆様に質問させていただきます。
　野党の皆さんは、これまで、政府案の個人漕報保護法案が包括法め形式をとっていることを批判し、個別分野のみを
対象とする値別法にすぺきであることを強く主張されていたと認議しております。しかし、今回、実際に提出された野
党案を拝見いたしますと、政府案と同樹：、包括法の形式をとっております。しか毛、その具体的な規定一ぷりについて
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毛、抜本的改正とほほど遠く、単に薮府案の一部を修正したにすぎないものとなっているのではないかという目］象さえ
私は受けるのであります。
　野党はなぜ従来の主張を撤回し、政府案と同擦の包括法の形式をとったのか、答弁を求めて、私の質問を終わりま
す。ありがとうございました。（箇手）
　　　　　〔内閣総理大臣小泉純一郎君登壇〕

○内閣総理大臣（小泉純一郎君〕　漆原議員1こお答えいたします．
　表霧の自由や報道の自由に関する法規制について、行政による事前チェック1ま棲むべきとの御意見であります・
　揮指摘のとおり、表現の自由や報道の自由1こついては憲法上も保障されており、個人結報保護法案において毛、その
自立性が確保されるべきものであります。
　こうした観点を踏まえ、政府案においては、報道や著適の分野に姑し二主務大臣による勧告、命令などの関与を伴う

法案第四章のr個人情報取扱事業者の義務」について、適用を除外しているところであります。
　政府案1こおける修正の基本的な考え方についてのお尋ねでございます。
　1日法案については、本案、メディア規制を内容とする毛のではなく、その意図も全＜なかったところですが、そのよ
うな不安、懸念がなかなか払拭されなかったところであります。
　したがって、新法案1ま、表現の自由と個人情報の保護の両立を図るとの1日法案の趣旨を一層明確にすることを基本と
して修正したところであります。
　　『基本原則」の削除についてで一こぎいます。

　1日法案1＝おいてば、万人の努力義務として五つの基本原則を定めておリましたが、報道への支障1二ついての不安、懸
念を払拭するため、薮…去案では、これを部除することとしたところであります。
　なお、新法案においても、r個人橋報取扱事業者の義務」1＝ついては、旧法案同様、具体的な規律を定めてお・りま
す。

　政府案1こおける出版社の扱いについてのお尋ねでございます．
　一般1＝、出版社が行う出版事業は、報劃＝限らず広範な分野を含むものであることから、報道機関の典型例として例
示しなかった毛のであります。
　また、御指摘のとおり、出版社が報道を行う場合は法案第五十条第一項第一号1こ、著述を行う場合は第二号に該当い
たします。このため、出版社が行う業務について・表現の自由との関係で特別有配慮が必要なものはすべて適用除外と
されているところであります．
　政府側の残余の質問については、関係大臣から答弁させます。（拍手）
　　　　　〔国務大臣細田博之君登壇〕

○国務大臣（細田博之着〕　漆原議員にお害え申し上げます。
　政府案において自己傭報コントロール権を規定しない理由についてお尋ねがありました。
　本法案においては、個人の権利利益を保護する観点から、事業者による個人情報の取り扱いに対する本人の関与を重
要な仕組みと位置づけ、開示、訂正、利用停止1第三者提供に当たっての本人同意などについて明確1：規定しておりま
す．

　しかし、本法案1こ自己情報コント日一ル権を明記することにつきましては、その内容、範囲及ぴ法的性格についてさ
まざまな見解があり、明確な概念として確立していないこと一や、報道の自由との調整原理毛明らかでないことから、適
切ではないと考えております。
　次に、国民の権利利益に深刻な影響をもたらす個人情報の取り扱いへの政府案の対応についてお尋ねがありました・
　すべての値人情報は、その利用目的・方法、利用環境次第で個人の権利利益1こ深刻な侵害をもたらす可能性があるこ
とから・本法案のような一般法において・特定の性質のみに着目して一定の類型のもののみを対象に特別ω軍律を設け
ることは、適切ではないと考えております。
　一方、御携摘のように、特に個人構報の適正な取り扱いの厳格な実施を礒俣する必要がある場合、政府案において
は、必要に応じて個別の法制度や施策ごとに、当該個人情報の取リ扱い全般について、きめ細かく必要な捨置を講ずる
こととしております．
　次に、第三者機関を設置しないこととした理由についてお尋ねがありました。
　畏蘭における値人情報の取り扱いは、その事業実施と一体として行われる毛のであり、また、その適正な取り扱いの
具体的な内容も業種、業態によってさまざまなことから、事業ごとに判断することが不可欠であります．
　このため、政府案では、それぞれの事業を所管する大臣を主務大臣とし、当該事業における個人権報の適正な取り扱
いについて行政責任と権限を規定しております。
　野党集のように、新たな第三者機関を設けるとすれば、地方絹織を含む大規模な行政親織が必要となり、行政改革の
流れ1＝反するとと毛1こ、事業を所管する大≡≡≡との閥に二重行政が生ずるなど、御指摘のとおり、現実性、実効性の観点
から問題が多いものと考えております。
　次に、第三十五条第二項の新設についてお尋ねがございました。
　第一項におきましては、主務大臣は、その権限行使1＝当たリ、表現の自由、掌問の自生などを妨げてはならないとし
ており、これに第二項の趣旨が含まれることは御指摘のとおリでありますが、個人情報を提供する事業者1＝は義務規定
が適用されており、第一項の趣旨をよリ明確1＝し、不安を払拭する観点から、主務大≡…≡1まこれらの者1こ対して権限の行
使を行わない旨を明記したところであります．
　次に、　「報道jの定義等についてお尋ねがございました。
　報道機関の報道活動を適用除外する制度を謹けるためには「報道」という概念を用いることが不可欠でありますが。
その範覇が恣意的1こ判断されることのないよう、趣旨を明確にするため、『報道」の定義を琴文に明記することとした
ものであります。
　また、r報道」の趣旨をより明確にし、判断基準を客観化するため、今回、一般に報道と考えられているものをr報
道」の定義として追加したところであり、r報道」の概念それ自体の範囲を狭くしている毛のではありません・
　次に、　「客観的泰実」とは何か、また、誤報の場合毛「報道」に該当するかとのお尋ねがございました，
　「客観的事実jとは、社会の出来事の意味であり、また、それを不特定多数の者に知らせようとする意図のもと1こ事
案として行われている毛のであれば、結果的1こ誤報であったかどうかを問わず、『報道」に該当すると考えておりま
す。

　本法案における「著述」の定義及ぴ「著述を業として行う者」の範囲につ」、てのお尋ねがありました。

　本法案におけるr著述」とは、小説、評論等のジャンルを問わず、人の短的活動により、創作的な要素を含んだ内容
を書語を用いて表現することをいうものであります．また、例えば出版物、放送、インターネットなど、その表現方法
・手段を問うもので1まありません。
　ミ書述は、取材、構慈、執筆、編集、校正、郭慰、製本、干■屹という一蓮の行為のすぺてによって成リ立っているもの
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であり、『著述を業として行う者」とは、著述にかかわる一連の行為について、複数の者が共同または分担して実施す
る場合を含め、著述にかかわる行為に参加する者すべてを含むものであります．
　法案において著述を新たに適用除外とした理由1＝ついてのお尋ねがありました。
　旧法案では、表現活動のうち、従来から個人情報を大量に取リ扱ってきた報道のみを適用除外といたしましたが、近
年の1丁化の鰯1こより、小説家、評論家を初め各般の著述清動においても大量の値人情報を別扱う可離があると
の認識により、そうおっしゃっている方もおられまして、著述…舌動についても幅広く適用除外することとしたものであ・
ります．

　主務大臣の改善命令に対する敵リ消し訴謝二あける立証責任1＝ついてお尋ねがあリました目
　行政事件訴訟において、行政が私人に義務や負撞を課す処分を行う場合には、行政の釧こ要件事実の立証の雛があ
るとされるのが一般的であります。
　したがって、報道機関1＝対する主務大臣の改善命令があったときに、報道機関が報道目的を含む取り扱いであること’
を理由として改善命令の簸りミ弩し訴訟を提起した場合には、主務大臣の側で、報道機関の当該取り扱いが報道目的を全
く含まないことを立証する必要があると考えております．　（拍手）
　　　　　〔国務大…巨片山虎之。助箸登壇〕

○国務大臣（舳虎之助着）漆原議員にお答えいたします。
　今回の法案でなぜ官に対する処罰規定を新設したか、こういうこ・とでございます。
　我々は、当初は、守秘義務違反に対する罰冥，」がありますし、国家公務負法1＝は懲戒処分の厳重な規定がありますか
ら、これらの連用で対応できると考えておりましたが、国会害での御指摘もあり、行政1こ対する国民の一層の信頼性回
復のためには、ここは処罰規定を置いた方がいいのか一な、こういう判断でございます。
　そこで、職権乱用で個入の秘蜜を収集する罪について、この法案では、曄らその職務の用以外の用に供する目的」
こう春いております。これは、職権舌岬といいまして毛、いろいろな収集行為の中で、当調性、刑罰の対象に一して毛い・
い悪い行為、そういう毛のについてだけ限定するというのが、刑罰というのは大変重い毛のでございますから、そうい
う考え方でございまして、野党案のように、職務の用に供する目的で収集する際に毛利副の対象にするというのは・こ
れはやや過ぎているのではないか、問題ではないかと護々は考えておリまして、こういうふうに限定いたしたわけでご
ざいます。　佛手）
　　　　　〔山内功箸登壇〕

○山内助君　民主党・無所属クラブ、一自．由党、日本美産党、社会民主党・市民連合を代表して、漆原議員の御覧周にお
答え申し上げます。
　まず、四野党はこれまで政府提出の個人情報保護法案が包括法の形式をとっていることを批判し、個別法1：するべき
だと強く主張していたという御認識を漆原議員はお持ちωようでございますが、四党で合意した正式の文書1＝おいて、
包括法形式を批判し、個別法を主張したことば一度もございません。
　ただ、対案を準備する過程の中で、義務規定の対象を別表に掲げる特定の事業のみとするポジティブリスト方式を一
度は検討したのは事ミ姜≡であります。これは、個人情報の保護と、報道を含め国民の表現の自由を両立させなければいけ
ないという野党四覚の共通の問題意識から出発した毛のです．
　ポジティブリストにした場合、主務大臣による恣意釣な鐘用除外はあり得ないというメリットがあります。また、日
本で初めての法律ですし、施行された場合に及ぶ影響の広範さを考慮し、義務規定の適用事業を特定して絞り込むこと
を検討したわけであります。
　しかし、保護すべき値人情報は実1＝多様な企業や諸…舌籔にまたがって存在し、これを切り分けるのは、立法技術上
一非常に難しい点があったということが一つ．
　そして、第二に、これが重要ですが、主務大臣が大活躍する政府案とは違い、野党案は、中立な値入惰報保護委員会
を設置すること、また、表現の自由等、基本的人権の保障の観点から、より適切な適用除外の規定を設け、市民の生活
に不当な規制を及ぼさない内容にすることで、包括法につきまとう懸念を払拭することは十分に可能だと判断し、今回
の法案提出に至ったわ1寸でごぎいます．
　なお、野党案も、医療や信用橋報など、これは政府案と同じでばあリますが、値人情報の性質及ぴ利用方法にかんが
み、特に適正な取り扱いの厳格な実施を確保する必要がある個人情報について、個別の必要な法制上の措置を議ずる毛
のとする旨を定めているところであります。
　最後に、抜本的改正とは旧…ど遠く、単に政府案の一部を修正したにすぎないものとなっているとの御指橋ではござい・
ますが、もし、両案の距離がそれほど遠くないとの御調裁でしたら，ぜひ審議を通じて御理解を深めていただき、野党
案への御賛同を賜りますよう、心からお願い申し上げます。　（拍手〕

○議長（綿貫湊輔創　　工藤堅太郎君．
　　　　〔工藤堅太郎君登壇〕

○工藤…堅太螂君　工藤堅太郎でございます．

　私1よ、自由党を代表して、ただいま提案のありました内閣提出の個人情報の保護に関する法律案・行政機関における
信人情報の保護に関する法律案等五法案並ぴ1こ民主党、自由党、共産党、社会長主党共同提案の個人橋報の保護1＝題す
る法律案、行政機関における個人情報の保護に関する法律案等四法案について質問をいたします。　（嶺手〕
　覧間に先立ち、一言申し上げます。
　患い起こせ1ま、自民党を初めとする与党は、昨年の通常国会において、本来、総務委員会で審議すべきであった行政
機関における個人情報保護法律案以下四法案を、私たち野党の強い反対にもかかわらず、数のカを頼みとして、個人情
報の保護に関する法律案を審議する内閣委員会に付託し、これら五法案を一括して審議することにしましち
　ところが．与党は、これらの法案が野党の追及を受け、内閣委員会で廃案になると、今国会1こおいては、値入憶報保
護法案等五法案の審議について、これまで審議してきた内閣委員会に付託せず、新たに特別委員会を強引に設置して審
…義を行おうとしております．

　内閣委員会1＝おける議論の積み重ねを、なぜ生かそうとしないのでしょうか．翰令暮改の場当たり手法は小泉政権の
お得意ではありますが、国会の場においても、小泉内閣及ぴ与党が、その時、その場の都合により、同一の案件1こつい
て審議する委員会を変えるというの1ま、余りにも国会をばカ、にした行為であります．〔拍手〕
　また、国民にとって重要な法案であるこれら五法案は、統一地方選挙のどさくさに紛れて短期闇に強行成立させよう
などとせず、十分に審議を尽くすべきであります。
　小泉総理及び与党の猛省を求めます．
　さて、政府は、批判の強かった1畠法案を廃案にして、新たに、利用目的の制限など基本五原則の廃止、適用除外対象
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の追加を初め大幅な修正を行った個人情報保護法案や、個人情報を取り扱う行政機関の職員に対して新たに罰貝一臓定を
設けた行政機関1：おける個人情報保護法案等を提出しました。
　しかし、政府は、これまで、1日法案について．これらの法案は妥当であると、根拠のない強弁を繰り返し行ってきた
の一ﾅあります．
　例えば、昨年の通常国会で、個人情報保護法案等を議題とした本会議における表が党の質疑1こ対して、総理は、r報
道分野に基本原則が適用されて毛支障が生じるとは考えていない」とか、適用除外について、『例示には限りがあるた
め、あらゆる例示を列挙することは必ずしも適切ではない」と堂々と答弁しておりました。
　それが．野党や報道機関一、国民からの強い批鴇を受けると、メンツを捨てて、法案の「基本僚則」その毛のを変更し
た法案を提出してきたのであリます。。
　公約を破ることすら問題がないとお考えの小泉総理にとって、法案の「基本原則」そのものを変えることぐらい朝飯
前でしょうが、問題は、何を理由に変更したかであります血
　果たして、政府が旧法案の言異りをみずから認めて修正を行ったのか、内閣支持率至上主義の小泉総理が恥も外聞もな
くマスコ…にこぴを売るために修正を行ったのか、総理の見解を伺います。　（拍手）
　次に、政宿提案の個人橋報保………法案1＝ついて、順次伺います。
　まず、法案の「目的」について伺います．
　政府案では、個人情報の取り扱いに関して、政府が基本理念と基本方針を定め、国、地方公共団体の責務を明確にす
るとともに、値人情報を取り扱う事業者の遵守すべき義務を定めることとなっております．
　しかし、これだけでは、個人情報の保護という本来の目的に反して、むしろ、政府1与党がジャーナリズムや表現…舌
動に新たな制約を加えるのではないか、いわば官が情報をコントロールするだけの法案1こなってしまう懸念が非劇＝強
くあリます。
　したがって、少なくと毛、法案の「目的」に、個人情報の取得、利臥第三者に対する提供等に関し本人が関与する
ことや、値入の権利権益を保護すること等の自己情報のコントロール権を明確に位置づけるとと毛に、個人情報の坂
集、利用、第三者に対する提脚こ係る本人の権利権益を保護する二と毛明記すべきであると考えますが、緯理の見解を
お伺いいたします．．
　次に、センシティブ構報の取り扱いについて伺います．
　個入情報の申で毛、思想、信条や医療に関する箏項、福祉に係る給付事項、犯罪園＝関する事項、人種、民族、社会
釣身分、出生地や本籍に関する事項1＝ついては、特に慎重に取り扱う必要があります．センシティブ情報の無原貝肱収
集を許すことば、そのこと自体力噸人のプライバシーを侵すことになるのは明白であります．
　ところが、政府薬では、センシティブ情報1こ関する問題鳶の重大性を全く無視して、取り扱いについての基本理念や
具体的な事項について一切触れていません．本来であれば、センシティブ情報の特に慎重な取リ扱いを個人繕観取扱事
業者に義務づけるとと毛1こ、具体的な項目や例外規定についての項目を明記すべきであります。
　なぜ、センシティブ情報の棲重な取り扱いに触れなかったのか、その理由1こついて、総理の見解をお伺いいたしま
す．

　次に、主務大臣の関与仁ついて伺います。
　本法案でほ、個人情報を取り扱う奉業者の事業内容によって主務大臣を置くこととしていますが、これでは、所管大
臣ごとに異なる取り扱いがなされるなどの事態が生じる可能性が十分にあります．また、民間事業者全体や思想、信
条、言論、表現などの自由に対する不当な介入を招きかねません。
　また、主務大臣が報道機関など1：値人情報を提供する行為について眩、その権限を行使しないと規定されましたが、
報道かどうかの判断については主務犬臣が行うことになっています。これでは公平な判断ができないとの批判もあるわ
けであります．
　また、監督や命令1ま、あくまで毛事業者の行激＝対するものであって、実際iこ個人情報を侵害された者の苦情処理や
救済は機能し布い可能性もあり、公権力による表乳報道への不当分入を招くおそれがあります；
　したがって、所管ごとの主務大臣の関与はやめて、統一的な個人情報保護の第三者機関として個人情報侯護委員会を
独立した委員会として設置し、主務大臣の権限を移すべきだと考えますが、総理の御見解を伺います．
　なお、個人橋報保護法案の野党案1＝ついては、政庸案と比較すると、これらの問題点が改善された内容となっている
と思われますが、野党案と政府案の根本的な違いについて、提出香に伺います．
　次に、政府提案の行政機関が像有する値人情報保護法案について伺います．
　先ほど迩べたように、行政機関といえ・ども、個人情報を触り扱うに1ま、個人の自己構籔コントロール権を明確にする
ことや、センシティブ情報の槙重な取り扱いを行うことが必要であります．
　しかし、政府案では、センシティブ情報の慎重な取り扱いのための具体的内容については一切触れられていません。
また、自己コントロール樹＝ついても、法案の目的としていないぱかリか、具体的な点について毛捌ナ遺か多い毛のと
なっております。
　例えば、値人情報ファイル欝の作成、公表についても、公表・しなくてよい場合が多く、説明責昼を果たせない毛のと
なっており、さらに、開示の例外規定について毛、行政機関g長が認めることに相当の婆由がある場合などとす喬な
ど、拡大解釈のおそれがあるものとなっております。
　自己コントロール権の規定を明確にしなかった理由及ぴセンシティブ情報の慎重な取り扱いについて具体的に触れな
かった理由について、総理の見解を伺います。
　また、政府案では、本人の同意・提供以外の目的外劇用について1ま第三者的機関がチェックするシステムがありませ
ん．楕報公開・個人偏報審査会等を設置して、目的外利用一＝ついては厳しく規定することが必要と考えますが、総理の
御見解を伺います。
　なお、行政機関の保有する個人情報保護法案の野党案については、政府案と比較すると、これらの問題点が改善され
た内容となっていると思われますが、野党案と政府案の根本的な違いについて、提出者に伺います。
　最後に申し上げます。
　値人情報保護法案等の必要性は、だれしもが認めるところであります。しかし、これだけ政府案が批判されているの
は、法案の内容1＝問題点が多いこともさることながら、国民の問に小泉内閣や与党に対する信頼がないことも一因であ
ります。政府・与党1＝対する不信感が強いからこそ、本法案が恣意的に運用され、政府による情報コントロールが行わ
れるのではないかと疑われているということを小泉総理は知るべきであります．
　自由党は、政庸提出法案等の廃案を目指すとともに、個人情報の自己管理の確立と値人情報の不正流出を規制するこ
とを主たる目的とした、野党提案の個人橋報保護法案等の成立1こ向け全力を尽くすことを表明して、私の貿1問を終わり
ます。　（拍手〕

　　　　ζ内閣総理大臣小泉純一郭君登壇〕

○内閣総理大臣（小泉純一郎君）　工藤議員にお答えいたします，
　法案修正の理由についてでございます．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぺ一ジ｛10〕
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　1日法案については、本案、メディア規制を内容とするものではなく、その意図も全くなかったところですが、そうし
た不安、懸念がなかなか払拭されなかったところであります一。
　このため、新法案では、表現の自由と個人情報の保護の両立を図るとの旧法案の趣旨を一層明確にするため、「基本
原則」の削除等の修正を行ったところであります．
　自己情報コントロール権などの明電についてでございます’。
　法案においては、個人の権利利益を保護する観点から、民間事業者及び行政機関の個人情報の取り扱いに対する本人
の譲与を重要な仕組みと位置づけ、開示、訂正、利用停止などについて明確に規定しているところです。
　しかし、本法案に、自己橋報コントロール権やその概念を示す用語を「目的」に明記すること1二ついては。その内
容、範囲及ぴ法的性格に関しさまざまな見解があり、明確な概念として確立していないことや、報…童の自由等との調整
原理も明らかでない。ことから、適切ではないと考えております．
　センシティブ情報に関する規定についてでございます．
　すべての個人情報は、情報の内容や性資にかかわらず、その利用目的や方法、利用環境1＝よっては、個人の権利利益
に深刻な侵害が生じる可能性があるものであります．。このため、何がセンシテーイブ情報であるかをあらかじめ類型的1こ
定義することは極めて困難だと思います。
　このため、個人権報の俣薗こ欝する法律案においては、「基‡理念」として、すべての個人情報について．、個入の人
格尊重の理念の毛と1こ慎重に取り扱われるべきことを明記し、その上で、特定の分野において特1＝厳格な規律を要する
場合には、別途個別の法制度や施策ごとにきめ細かく措置することを義務づけております．
　また、行政機窺の保有する値入傭報の保護に関する法律案においても、センシティブかどうか1こかかわリなく、行政
機関1こよる利用目的の達成に必要のない個人構報の保有や目的外利用・提供を厳しく制限しているところであります。
　主務大臣制についてでございます。
　法案では、報道分野や著述分野について、勧告、命令などの主務大臣の関与の適用を除外するとと毛に、その他の分
野においても、主務大臣の権限行使1こ当たって表現の自由を妨げてはならないこととされていることから、主務大臣1こ
よる不当な介入を許容するものとはなっておリません。
　新たな第三者機関を設けるとすれ1ま、地方経織を含む大規模な行政組鐵が必要となり、行政改革の流れに反するとと
もに、事業を所管する大臣との閥に二重行政が生ずるなど、問題が多いものと考えます．
　第三者機関による目的外利用・提供のチェックについてでございます。
　政府案では、個人情報の法令に基づかない目的外利用・提供がある場合は、行政機関1こ瑚用停止を請求することがで
き、行政機関．の決定に不服があるときは、審査会において第三者的な芋臓がなされる仕組みを設けているところであり
ます。

　御指摘のような個人情報の目的外利用・提供の是非1二ついて、あらかじめ第三者機関でチコ＝ックする伎組みとするこ
とは、行政全体に対する過大な負担や国民1＝対する行政の遅延を毛だらすなど、問題があるものと考えています。　（拍
手）

　　　　　〔違増拓也着登壇〕

○達増拓也君　工藤義員にお答えいたします．
　議員の提出者への質問は、民主党、自由党、共産党、社民覚提案の個人情報の保護に関する法律案及ぴ行政機関の保
有する個入情報の保護に関する法律案と政府案との相違点1こっいてであります。
　まず、個人情報保護法案ですが，四党案においては、『目的」の中1＝自己情報コントロール権を明確に位置づけてお
ります山また、センシティブ清報の取り扱いについて具体的な規定を設けるとともに、主務大臣の関与にかわり個人鯖
報保護委員会を設置するなど、個人情報の保護に万全を期し、公権力による表現、報…童の自由への不当介入を防ぐ内容
となっております。一
　また、行政機関の保有する個人情報保護法案1こついても、同樹二、自己情報コントロール権の明記、センシティブ情
報の具体的な取リ扱いの規定、データマッチング1二関する規定、楕報公開・個人情報操護審査会の設置などを盛り込
み、．個人情報の保護と、行脚：よる個人情報の無制限な目的外利用を防ぐ内容となっております．〔拍手〕

　　　　〔議長退席、爵議長着席〕

○副議長（渡部桓三君〕　春名連軍君。
　　　　〔春名直童君登壇〕

○春名度重君　私は、日本共産党を代表して、政府提出・の個人情報の保護1こ関する法律案及ぴ関連四法案並びに野党提
出の個人情報の保護に関する法律案及ぴ関連三法案1こついて、小泉総理及ぴ野党案提出者に質問いたします．（拍手〕
　初めに、値入橋報保護特別委員会の設置1＝ついて申・し上げます。
　政府案1ま、前国会廃案となった1日法案の一都を修正したものであり、所管省庁も、基本的な内容毛変わっていませ
ん。1日法案は、与野党合憲のもと、＝年余にわたって内閣委資会に付託され、官房長官、法案担当大臣、総務大臣の関
係三大臣出痛のもとで審議を行ってきました。法案の付託先を変える合理的理由は全くありません。「野党が委員長の
内閣委員会では法案が通らないカ、ら」と報じられていますが、屯しそうであれば、党利党路以外の何物で毛ありませ
ん。議会部民主主義にのっとり、これまで審議してきた内観委員会で正々堂々と審議すぺきであることを厳しく嶺慈し
ておきたいと患います。　（拍手）
　さて、旧法案は、野党はもちろん、報道機関など国民各慶からの強い批判によって廃案となりました．本法案は、そ一
の廃案となったものを一部修正し、再提出したものであります。
　総理は、1団法案について、委員会で審…義する前から修正を指示するなど、その欠陥を事実上認めてきましたが、旧法
案の一体どこに欠陥カモあったからと認識しているのか、まず初めに伺いたいと思います。　｛拍手）
　第一の問題は、1団法案で最大の問題となった表現、報道の自由を侵害するおそれが政府案によって払拭されたのかど
うかという問題であります．
　政府案は、表現、報道の自由を脅かすと裁判された1日法案の『基本原則」を肖』除いたしました．しかし、それと並ん
で報道の自由侵害の危険が指摘されてきた主務大臣樹1二ついて、何ら手がっけられておりません。
一報道目的や著述目的の判断が主務大臣1こゆだねられ、適用除外が狭く限定されたり、恣意的な判断がなされる危険な
構造は、そのままであります、当然、そこに、報道に介入する余地が生まれます。この懸念’こ対し、日本民間放送連
盟、日本書籍出級協会、日本ペンクラブなどから、早くも批判の声が上がっております．
　なぜ、主務大臣制を残すのでしょうか。答弁を求めたいと思います。　（拍手）
　表現、報道の自由を排除し、個人のプライバシ’という基本的人権に深くかかわる個人情報保…童の実施機関は、直接
の行政機関ではなく、行政から独立性を持つ第三者機関で行うことカ｛必要で、既にイギリス、ドイツ、フランスで毛と
られている国際標準であります。
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　総理、なぜ、行致から独立した第三著機開を設けないのでしょうか血答弁を求めます．
　野党案は、行政からの独立性を持った第三者機関の値人情報保護委員会を提案していますが、その意義について、野
党振出番の答弁を求めたいと患います。
　また、政府案は、放送機関や新聞社などに対し、値人情報の取り扱いの苦情処理や個人情報の適正な取り扱いを確保
するために必要な措置をみずから講じることを求める規定を設けております。
　総理、メディアが自律的に定めるルールや倫理について、なぜ、国が法奪で指示しなければならないのでしょうか。
　法案件戎にかかわったある官僚は、r基本源貝山は削除したが、その一部を残し、メディアにも適用されるようにし
たと言っていると報道されておりますが、それが報道機関への自主規制を指示した二の規定であります。たとえ努力義
務でありましても、例えば、疑惑の政治家が、この規定を根拠1＝して、報道機関に対し、みずからの個人情報の取り扱
いについて、普情に応じるべきだと要求し、報道取材活動を妨害する口実にしたり、あるい1ま、名誉毅握裁判で裁判官
が判断する際の根拠となる可能性毛否定できません。いかがでしょうか。はっきり御答弁をいただきたいと患います。
　｛拍手〕

　第二ヒ、個人情報を繰護する法制度という角度から伺いたいと思います。
　個人情報保護制度をつくる上で最も重髪なことは、自分の情報の取り扱いにいかに自分が関与し選択できるかとい
う、自巨情報コント目一ル権の立場を法全体に徹底させる二とであります。
　個人情報ω取り扱いに本人が関与する必要がある場合は、個人情報を事業者が取得し保有するとき、事業考が目的外
に利用したり第三者へ提供するとき、さら1こ、本人が自分の情報の開示や訂正、停止を要求するときなどであリます。
　政府案1ま、一応、これらの原則を定めていますが、一方で、広範な例外規定が置かれております。
　野党案は、港案のr目的」に、個人情報の保護委員会を設置することによって、慣大橋報の取得、利用、第三者1＝対
する提供などに本人が蘭与する自己情報コントロール権の立場をはっきりさせて、個人の権利を保護する二とを明記し
ております。ここに政府案との決定的違いがあると患います。
　なぜ、政府案は自己情報コントロール権を明記しないのでしょうか。答弁を求めたいと患います岨　備手〕
　個人情報の中で毛最も重要な情報は、患葱、信条、病歴、犯罪歴など個入の名誉、信用、秘密に直接かかわるセンシ
ティブ情報であります。これらの個人情報は、民間事業者であれ、行政機関であれ、法例二基づく場合や生命にかかわ．
る緊急の場合など特別の場合を．除いて原貝■」収集禁止というのが、憲法に定められた幸福追求権や法のもとの平等原貝■jか
ら毛豊然だと考えます。
　この規定は、多くの国で設けられております。握大橋報保護条例を策定している地方自治体でも、その約六割が翻＝
設けている毛のであります。ところが、政府案には、この規定が欠落しています。
　政府は、どれがセンシティブ情報か一概1＝言えないからと言いますが、実際に実施している東京、大阪、神奈川など
多くの地方自…合体では、何ら業務の支圃こはなっておリません．地方自治体でできて国ができない理由はないと考えま
すが、なぜ設けないのか、はっきりお答えいただきたいと思います．　（拍手〕
　次に、行政機関が保有する個人情報保護法案について伺います。
　第一に、政府案は、国民的批判を受けて罰則規定を新た1：設けましたが、それで問題が解決するのか、大いに疑問で
あります。
　法案第五十五条は、個人偏報収集の罰貝■協定ですが、職権を舌L周し．専らその職務の用以外の用に供する目的で収集
した場合に罰貝帷適用するとしています。逆に言いますと、職権を乱用して、個人の秘密に当たる情報を収集し、リス
トを作成しても、それが職務の周と判断されれば適用されない仕親みになっています．
　例えば、防衛庁リストを作成した海幕三佐は、仕事に溝用できるかもしれないと思って1」ストを作成したと述べてお
リます．そうしたケースでは、この規定で罰することができないのではないでし一＝うか．答弁を求めたいと患います。
　（拍手）

　野党薬では、職権を乱用して値入の秘割＝当たるリストを作成すれば、目的を間わず罰貝帷適用するもので、よリ厳
格な扱し、としていますが、この考え方について、野党案提出者に伺いたいと思います、
　第二に、目的規定1こついてであります．
　政府案の目的規定で1ま、行政の円滑な運営が優先されて、個人の権利利益の保護ばそれとの言局整の結果もたらされる
毛のとなっています。
　この法律は、個人情報の保護に関する法律であります．なぜ、個人の権利利益を擁護することを正面に据えないので
しょうか。総理、これでは、値入傭報保護の権利は行政の円滑な蓮営の範囲内でしか守られないという；とになるので
1まないでしょうか。答弁してください。
　野党案の。『目的」には、行政の円滑な運営の規定はありません。本人関与を原則とする自己情報コントロール権の立
場がここで毛明確にされていると思いますが、野党案提出番一に、日的規定の政府案との違いについて伺いたいと思いま
す、

　第ヨこ、行政による個人情報の目的外利用の規定についてであります。
　政府案は、個人情報を目的州こ利用し、提供することを原則制限しています。しか一し、利用することに「福当な理吏

のあるとき」は、この制限が外れ、日的外利用を認めています。
　r相当な理由」という一あいまいな規定では、行政の都合や利便性に偏った判断が行われ、値入情報が国の機関から地
方公共団体まで全国の行政機関で使い回しされるのではないか、大変色慎を感じます．答弁を率めたいと思いまち　｛
拍手）

　行政の都合のよい判断を規制するためには、目的外利用の是非について、第三者機関である値人情報保護審査会に諮
問し、客観的立場からの湊討を経て使用することが必要です。同時に、審査会を通じて公開する二とも必要でありま
す。こうした運用は」既に多くの地方自治体で行われております。
　野党案はこうした進んだ経験を取り入れていますが、政撤まなぜこれを取り入れないのでしょうか。答弁を求めたい
と患います．　（拍手）

　第四1＝、行政機関によるデータマッチングの危険についてであ・リます．
　昨年八月から、広範な国民、野党の反対を押し切って、僅民基本会媛ネットワークシステムが稼働されました。大前
提の個人橋報保護の仕艦みがない毛とでの稼働は毛ちろん言午されないことでありますが、そもそも、国民すべてに十一
けたの番号を振って管理することへの国民的合意がない二と毛、はっきり示されました．
　馴こ、昨年の法改正で、電算処理された住民票コードがつけられた本人確認情報が行政機関内部で広範に利用され、
その事務数は、何と二百大十四にまで拡大されております。その毛とで、特に複数の電算処理された個人情報フ7イル
が簡単に相互検索されたり、一つのファイルにまとめられたりすること1＝よって、膨大な個人情報が一括管理される危
険が増大しているのであります。
　こ1の危険を防止するために、電算処理された個人情報ファイル同士をコンピューターを使って相互にマッチシグする
ことを業上することがどうしても必要であります。ところが、政府案では、直接これを禁止しておりません。これで
は、国畏の不安や懸念をますます塔大させること1＝なるのではありませんか。明確な答弁を求めます。〔拍手）
　以上、ただしてきたように、提出された政府案は、基本的には1日法案の延長線上のものであり、国民の裁判と疑問iこ
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こたえるものではあリません。十分な審議を尽くすとともに、野党案1二対しての議員各位の賛同をお願いいたしまし
て、私の質問を終わります。　（拍手）
　　　　　〔内閣総理大臣小泉純一郎君登壇〕

○内閣総理大臣（小泉純一郎君）　春名議員にお答えいたします。
　旧法案にっし．、てでございます．
　旧法案1ま、もともと、表現の自由と個人情報の保護の両立二を図るとの趣旨で立案したものであり、本楽、メディア規
制を内容とするものではなく、その意図毛全くなかったところです旧
　しかし、各方面の不安、懸念が払拭されなかったことから、今回、その趣旨を一層明確1＝する修正を施し、再提出し
たところであります。
　主務大臣制についてでございます。
　法案では、報道分野や著述分野について、勧告、命令などの主務大臣の関与の適用を除外するとともに、その他の分
割＝おいて毛、主務大臣の権限行使に当たって表現の自由を妨げてはならないこととされていること．から、主務大臣に
よる恣意的な判断を言午容するものとはなっておりません．
　新たな第三者機関を設けるとすれば、地方組鐵を含む大規模な行政紹鐵が必要となり、行政改章の流れに反するとと
も1＝、事業を所管する大臣との間に二重行政が生ずるなど、問題が多いものと考えます。
　メディアが行うべき自主努力の規定1こついてでございます。
　報道等の分野については、個人情報の第三者提供の制限や；本人の求め1こ応じた開示、訂正などの、一般の事業者が
値入構報を取り扱う際1二遵守すべき種々の義務の遼用を除外することとしていますが、これらω分野においても個人情
報が適正に取り扱われるべきことは変わリありません。
　このため、個人情報の適正な取り扱いについての自主的な取り組みを求めているところです。また、自主的な取り組
みの内容の適否1こついて行政機関が関与する二と1ま認めてし、ないなど、報道話動の制限と1まならないと考えているとこ
ろであります．
　自己構報コントロール権の明記についてでございます．
　本法案においては、個人の権利利益を保護する観点から、事業者による個人情報の取リ扱いに対する本人の関与を重
要な仕組みと位置づけ、開示、訂正。利用停止、第三者提供F当たっての‡人局意などについて明確に規定しておりま
す。

　しかし、本法案に自己情報コントロール権を弱記することについては、その内容、範囲及ぴ法的性格に関しさまざま

な見鰯があり、明確な概念として確立していないことや、報道の自由等との調整原理も明らかでないことから、適切で
はないと考えており一ます。
　センシティブ情報の収集禁止の規定1＝ついてでございます。
　すべての個人情報は、情報の内容や姓費にかかわらず、その利用目的や方法、利用環境1こよっては、個入の権利利益
1こ深刻な侵害が生じる可能性があるものであります。このため、何がセンシティブ情報であるかをあらかじめ類型的1＝
定義することは、極めて困難であります。
　このため、政府案において1ま、「基本理念」として．すべての個人精轍：ついて、個人の人格尊重の理念のもとに慎
重に取り扱われるべきことを明記し、その上で、特定の分野において特に厳楮な規律を要する場合には、別途個別の法
制j童や施策ごとにきめ細かく措置することを義務づけております、
　行政機関個人情報保護法案第五十五条の罰買槻定についてでございます。
　まず、刑事罰不遡及の原則により、防衛庁リスト事案その毛のは、政府案の罰貝I槻定の対象にはなり得ません。
　例：、今後、防衛庁リスト事案と同様の事案が発生した場合1＝、政府案の罰則規定の対象となるか否かについてぼ、
構成要件1＝照らし、どのような事実認定がなされるか1こよること1こなリます。
　政府案の目的規定の趣旨1二ついてでございます。
　御指簡の目的規定の趣旨は、行政の適正かつ円滑な運営との適切な講和のもと1＝個人の権利利益の保護を図るべきと
するものであります。すなわち、個人の権利利益の保護を最大限尊重することとしており，行政の円溜な蓮営の範囲内
でしか個人の権利利益が守られないということではありません．
　値人情報の目的外利用1こついてです。
　個人権報の目的外利用が認められる「相当な理由」とは、原賓一康止の例外として認めるにふ。さわしい事由をいい、個
別事案1こ応じて厳格に判断すべきものです。
　また、個人情報の法令仁墓づかない目的外利馬・提供がある場合は、行政機関に剰角停止を請求することができ、行

政機関の決定に不服があるときは、審査会において第三者自勺な判断がなされる仕組みを設けているところであり、行政
機関の恣意的な目的外利用を許容しているわけではありま世ん．
　個々の個人情報の目的外利用の暴非1こついて、条例で第三者機関の関与を定めている地方公共団体1こおいて毛、目的一
外利用のための必須の要終としているところはない毛のと承知しており、あらかじめその是非について審査会1こ諮問す。
ることなどについては、かえって行政全体に対する過大な負担や国民に対する行政の遅延を毛だらしかねないなど、問
題があるものと考えます。
　データマッチングについてです。
　個人の権利利益を保護するため1＝重要なこと1ま、僧人構毅をみだりに目的外利用・提供させないことであり，このた
め、政府案では、利用目的を具体的1＝明確にさせ、その上で、目的外利馬・提供を厳格に制限するとと毛に、個人情報
ファイル簿等の公表により透明性を図ることとしております。
　これらによリ、いわゆるデータマッチングを含め、行政機関によりみだリに目的外利用等が行われ、国民に不安感を
飽かせるようなことはないものと考えております。備手〕
　　　　〔吉井菱勝君登壇〕

○吉井英勝君　春名直章議員の御覧闘にお答えいたします．
　第一点副ま、領人情報を取り扱う監督機関である第三者機関の設置についてのお尋ねです。
　野党案は、監督機関と一して、現行の公正取弓倭員会と同じように、行政から睦い独立性を持った個人情報保護委員会
を提案しています。
　この設置1こば、二つの重要な意義があります。
　一つは、表現、報道の自由の侵害を排除するためです。一
　表現、報道の自由1ま、言うまでもなく、民主主義の基盤をなし、国民の知る権利に奉仕する基本的人権であり、その
保障は憲法第二十一条で規定されています。このため、報道目的の信人情報の取り扱いを義務規定から適用除外するだ
けでなく、さらに、監督機関それ自体を行政から独立させることが不可欠です。こ二に、主務大臣綱をとっている政府
案と基本釣な違いがあります。
　毛う一つは、憲法第十三条で保障されている個人の尊重、つまり、プライバシーの権利．を保障するためです．
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　国民のプライバシーに公権力である行政機関が介入しないということ1ま原則です。これを保障するためには、行藪か
ら独立し、公正中立の立場から個人橋報を取り扱う機関が必要です。・その機関として個人情報保護委員会を提案したも
のであります。
独立した監督機関の設置1＝ついては、一丸九八年のEuの個人情報保護指令で毛欧州各国に指示され、多くの国々で
実施されている国際標準と言えるものであります．
　次に、行政機関法の目的規定1二ついて、政府案と野党案の違いについてです。
　野党案は、r目的」に個人の自己情報コント□一ルの権利を保護することを真っ正副：掲げて規定していることに、
その特徴があります。一方、政府案は、御指摘のように、個人の権利利益の禁護は行致の円滑な運営を図りながらとる
ことになっています。ここに、野党案と政府案の基本的な違いがあります．
　この目的規定は、r目的」だけの範囲にとどまりません口法案全体にその精神が流れています由・
　偶えば、野党案では、個人の権利を守るために、思想、信条、犯罪屋など｛センシティブ情報の取り扱いを行政機関
に原則禁止としていますが、政府案には、この規定がありません。
また、個人情報を収集時の目的以外に絹することや、本人が自分の情報を開示請求した場合、政府案1ま、r相当な
理由」があれば、目的外に個人情報を利用したり、本人の開示…責求を拒否してもよいという幅広い例外規定を設けてい
ま九これに対して・野党案は・例外規定を極力限定し・国民の自己情報コントロール権の立場を法案全体に徹虜して
いることを特徴としております．
　第三点目ですが、野党案の罰則規定は、個人情報を守るために」政府案より罰則が巌楮になっています．
　職権を乱用し、個人の秘密を収集した場合、たとえ業務に役立つと患っても、個人の秘密を収集することは許されま
せん．業務に役立では個人の秘密にかかわるリストでも問題ないという状況が庁内に蔓延したのが，防衛庁のljスト事
件で丸こうしたことを繰リ返さないためにも、これらに対処できる諏槻定が必要だと考えております，
　また、野党案は、このほかにも、公表された個人情報ファイル以外のファイル、つまり、隠しファイルを利用した場
合にも罰金を科し、個人情報保護の厳正な連用を図るようFしております。
　以上であります。　（拍手〕

○副議長〔渡部檀三君）　保坂展人君、
　　　　　〔保坂展人君登壇〕．

○保坂展人君　私は、社会民主党・市民連合を代表して、政府提出の個人情報保…董法関連五法案、そして、野党四会派
提出の同関連四法案について、小泉総理並びに関係大臣、野党提案者に質問いたします．　（拍手〕
　まず、政府提出の行政機関の値入憶報保護法案について・私は、重大な懸念を表明いたします。
　国民に十一けたの背番暑を割り当て、行政が個人情報を管理する住民基本台振ネットワークシステムが稼働するに当
たって、値人情報保護法制が必要だという議論が繰り返し語られてきました．まず、議しい基準を持って運営、管理し
な1ナれぱならないのは、国、自治体、特殊法人の扱う個人情報であることは言うまでもありません。
　小泉総理、総理みずからに、官に厳しくという姿勢のかけらでもあるのでしょうか。わずか1＝加えられた値入単位の
罰貝雌けで、あとは昨年廃案になった法案とほとんど同じ構造の法案を提出する神経を私は疑います。割ま誤りを犯さ
ない、役人柱善説1こあなたは立つのでしょうか．個人情報保護法を懸念し、また、批判し、拒否する芦を、小泉総理、
あなたはどう聞いたのか、率直に答弁をいただきたいと思います。
　小泉絵理は、行政機関をチェックする第三者機関設置を求める声をことごとく、結果として否定され亡きました．民
間には、主務大臣を置いて監視の…ヨを光らせるのに、行政1ま適切な運営をするはずだからと野放しでいいのでしょう
か。屋上屋を重ねる、行革の時代に逆行する、こう言われるなら、国民生活審議会や情報公開・個人情報春蚕食を活用
することを検討してもよかったのではないでしょうか，答弁を求めます．
　データマッチングの禁止も重要です．
　第八条で、目的外使用を糞上しながら、行政機関が法令の定める所掌事務の遂行に必要な限度で内部使甫する場合
で、　『相当な理由のあるときjは除外されるとしていますが、　『相当な理由」を毛ってテータマッチングされるのはど
のような場合なのか、具体例を示していただきたし．、と思います。
　また・第十条で、行政機関が個人情報ファイルを保有しようとするときは総務大臣に通知し・なければならないと報告
を義務づけておリますが、一年以肉に消去される個人情報ファイルは適用除外とされています．言いかえれば、一年以
内に消すのであれば報告なしの坂集、監椥ま思いのままという、・ざる法1＝なっているではありませんか．また、政令で
定める数に満たないファイル毛同様です．その数なるものは、ずばり何件なのが。
　以上、総務大臣に答弁を求めます。
　政府案は、一開示書責求などに対し、原則三十日以内の決定、例外三十目の延長としています。しかし、第二十条で1ま、
さらなる例外として、期限の定めのない決定期間の延長ができることとなっています。これは情報公開法と・同様の規定
ですが、情報公開請求をしてからすぺての決定までに一年近く毛要する例が既に出てきており、この法案でも、決定が
出るまで、ただ待つだけで、裁判毛不搬申し立てもできないという情報公開法と同様の問題が生じかねないと患いま
す。

　二の点を、総務大臣の見解をただすとともに、野党案ではどのような工夫がなされているのか、提案者にお尋ねした
いと思います。
　昨年廃案となった政府提出法案の議論に大きな影を投げカ、1ナた防衛庁リスト事件は、憲法が保障する国民の思想，信
条の自由を脅かす、極めて深刻で重大な事件でしたが、。結局、安全確保措置に関する保護法違反で海幕三佐ら四人が懲
戒1ヨ1戚処分に、事務次官や官房長ら五人は自衛隊法の信用失墜や指揮監督義務違反で減給・戒告処分になりました．
　しかし、今回再提案され、罰則が強化された1まずの政府案では、これら昨年の防衛庁リスト事件で処分された防衛庁
長官ら関係者は、ど一こまでが処罰対象になるのでしょうか。総務大臣に明快な答弁を求めたいと思います。
　小泉総理、民間椿報に関しては、偽りその他不正な手段1；よって個人情報の開示を受けて1まならないとあっても、行
政が個人から情報を取箒するときには、その規制、網はかけられておリません．また、民間が個人情報を第三者1こ提供
する場合、ま越ま目的外使用する場合1こは、本人同意が必要条件となっていますが、行政機関は、何と、「相当な理
ま」があれぱよしとしています。さ・らに、開示、訂正、利用停止の手締ま行政の場合にも存在する毛のの、…青衣を拒否
できる規産も存在し、甚だしきは、個人構報の存否を明らかにすることを拒むこと毛できるとされています．
　官に甘く尉＝巌しいという欠陥は明らかではないでしょうか。改めて、総理の答弁を求めます．
　個人情報保護法案に移ります．
　まず議論すべきは、なぜ個別法ではなくて包括法なのかという問題です。
　民間における個人構報保護…去制は、金融信用情報、情報遼債分野、教育情報、医療繕報などの各分野で実効性のある
法整備が急がれています，まずは個別法こそ必要と考えますが、国民全部に網をかける包括法を優先するのはなぜでし
ようか．
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　規制を受ける「個人情報取扱事業者」は噸人情報チータベース等を事業の用1＝摸している者」と定義されていま
す．r事業勧とぼ何か、事業を営む者ではないのでしょうか．個人の親愛や趣味、または非営利活動がr事業者」と
みなさ机るのですか。NGOやN　PO、生協、労働組合、市眠運動、同窓会、同好会など．すべからくr個人情報取扱
事業者」としてしまう乱暴さは、市民生活を混乱に陥れるのではないでしょうか。
　内閣官房がことしの三月1＝配付した個人情報漏えい事件のリストをよく読んでみました。平成大年から・の全大十六件．
のうち、金融信用傭報が十八件、橋報通信関達が十八件、医療七件、教育六得、これがすべてであり、ここにほ、非営
利のN　POや個人の不祥事は一件毛含まれていません．
　この事実をどのように受けとめますか。実際の漏えい事件はすべて営利事業者であるならば、まず営利事業者の個別
分野から規制すぺきではないですか．総理、厚生労働大臣、野党提案者にお尋ねいたします。
　また　r値人情報データベース等」とはr特定の値入惰報を電子計算機を馬いて検索することができるように体系的
1＝構成したもの」と法文で1まありますが、コンピュ’ターを用いた篭手橋渤＝限定しているわけではありません。コン
ピューターを使って検索できる体系的な個人情報であれば、ぺ一パー1こよる印刷された優人情報、例えば電話帳や分厚
い同窓会名簿などで毛、これを持っていただけで個人情報取扱事業者だと拡大解釈の余地が生ま机るのではないか．こ
れは全く該当しないと断言できるのか、総理、厚生労働大臣の答弁を求めます。
　今回、　「報道」の轟義が法案化されましたが、小泉内閣は、　「報道」を国家が定義することに恐れや自戒の念がない

のでしょうか。
　そもそも「客観的事実」が何であるのか、この認識は立場1こよってそれぞれ違います。小泉内閣が的確な経済政策を
・打ってきたというのは、小泉総理自身として1ま客観的事実であると感じて毛、私からすれば主観的倒錯1こすぎません。
だれが「客観的事実」を認定するのか。主務大臣がこれを判定するとしたら、報道か報道でないかを国家が選別すると
いう事態を招くことになります。
　また、メディア規制法という批判をかわすために、報道機関に値人を含み、「著述を業として行う者」も加えました
が、出版拙ま明記されていません。雑誌ジャーナリズム1＝対する規制の余地を残していないのかどうか、ここ毛伺いた
いと思います。
　さらに、フリーライター、著述家が報道機関などと同■1：解されるという今回の政府案の理論を毛ってすれば、「大
学その他の学術研究を目的とする機関若しく1ま団体又はそれらに属する者」以外の在野の学者、値入の薇究者はなぜ排
除されてしまうのか、そこに川責した考え方があるのかどうか。
　以上、三点1こついて、総理、摩生労働大臣のしっかりした説明を求めたいと思います。
　最後に、’例を挙げたいと思います。
　例えば、原因不明、しかし、公害発生源と強く疑われる＝［場の周囲で、住民の健康被害が多発している場合を想定し
てみてください。住星が手をとり合うて、ボランティアの協力を得て、周辺住民五千件の健康被害実態調査を行ったと
します。さて、こ一の情報収集は公衆衛生の向上のためと解されて、適用除外となるのでしょうか。
　N　GOや市民運動の目的は、実は、報道でも学術でもなく、公害の原因ω特定と排除、早期の健康被害防止にありま
す．NGOが雑誌や新聞でこの調査を報告すれば報道と解する向きもあるのでしょうが、それでは、NGOが記者会見
をすれば報道、発表に相当するのかどうか一。一あるいは、この調査をNGOが学会で発表すれば学術目的というふうに言
えるのでしょうが、学会に属する学者と公開言立論会を持て一ま学術目的となるのかどうか．この法案の中にこういった複
点が欠落しているのではないかと思います．
　市民参加の錆代をうたって成立したN　P　o法のもとで続々誕生している非営利法人や，環境問題、人棲勤王に取り纏
むN　G　O、そして、大不況の毛とで団結を求め雇用条件の改善を求める労働組合なども「個人情報取扱事業者」とされ
ることは、時の政府1＝よる恣意的な弾圧やゆがんだ罰則適用を招くおそれが大ではないでしょうか。
　これら危慎される懸案について、総理と、．御自身が医者で毛ある厚生労働大臣の覇挟な答弁を求めて、私の質問を終
わります。（拍手）
　　　　　〔内閣総理大臣小泉純一郎君登壇〕

0内閣総理大臣〔小泉純一郎君）　保坂議員にお答えいたします。
　個人情報保護法を懸念する声や、法案は個人情報の取鴛などについて官1こ甘く民に厳しいのではないかとの御指摘で
ございます。
　私1ま、これまで毛、．法案1＝対する懸念や批判に1ま…兼虚に耳を傾けてまいりました。そうした中で、国会や国民各層の
御意見を踏まえ、行政に対する国民の一層の棲簸を確保するため、今般、処罰規定を新設することとしたところであり
ます。

　政府案では、民間部門については、そもそも、個人情報の取り扱いについて、自主規律を基本とし、必要最小限の規
榛としているの1＝対し、行政機関については、行政の公開性、透明性の向上の観点を加味し、詳細かつ厳格な制度とし
ています。
　種々御指摘のあった点は官民の制度の違い1＝よるものであリ、官1＝甘く民に厳しいとの御指摘は当たらない毛のと考
えます。
　行政機関をチェックする第三者機劇＝ついてでございます。
　政府案では、行政機関の長1こ優人情報を適正1＝取り扱う責任を一義的に負わせた上で、総務大臣が事前通知、意見陳
述等を通じてチェックする仕組みとなっています．このほか、行政機関の長の開示、訂正、利用客止の決定1：不服があ
る場合には、情報公開・値人情報保護審査会が事後救済を図る第三者機関とし下十分な機能を果たす毛のと看えており
ます．

　個別法でなく一括法である理由や、昨今の値入椿報漏えい事件についてでございます．
　I　T社会における個人情報の大量漏えい等の諸問題は、個人情報が大量1＝、かつ、迅速1こ処理されることに起因して
おり、特定の業種、業務等に固有の問題で1まないことから、包括的、一般的な規律を整備することが急務となっており
ます目

　このため、政府案においては、既に問題が発生しているとされる分野に限らず、個人の権利利益の侵害を未然に防止
する観点から、すべての分野に共通の必要最低限の規律を規定しているところであります。
　一方，特に適正な取り扱いの厳格な実施を確保する必要がある値人情報については、保護のための格別の措置が講じ
られるよう、必要な措置を講ずることとしております．
　ぺ一パーによる個人情報1＝ついてでごぎいます。
　政府案では、必ずしもコンピューターを用いていない場合宅あって毛、カルテなど、個人情報を一定の方式によって
整理分類し、特定の個人権報を容易に検索．することができるよう体系的1こ構成された毛のについては、政制：おいて規
律できることとしておりますが、電姦振を単に参照する場合など、個人の権利刹益を害するおそれが少ない場合は規律
の対象としないことを検討しております．
　「事業香」の定義やN　P　O，N　GO等に対する主務大臣の関与についてでございます．
　政府案では、「『値入椿報取扱事業番」とは、個人情報データベース等を事業の用に供している者」としており、『
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　　　事業」とは、営利、非営利を間わず、一定の目的を持って反復緩続される行為を指す毛のです。
　　　　また、事業の営利、糟利の別こかかわらず、大量の組入惰報を取リ扱う際に生ずる権利や利益の侵害の可能性は同
　　　様であることから、同様の規律の対象としております・
　　　　なお、N　P　O，N　GO等1：対する主務大昌≡の霞与が不適エ…な場合は、裁判所における敷済を受けることが可能であ．
　　　り、懸念には及ばないものと考えます．
　　　　『報道」を定義すること1＝ついてです。
　　　　報道機関の報道活動を適用除外する制漢を設けるため1こは「籔道」という擾念を用いることが不可欠ですが、その範
　　　囲が懇意的に判断されることのないよう、趣旨を明確にするため、「報道」の定義を条文に明記することとした毛ので
　　　す．

　　　　適用除外の対象に出版蒼が明言己されていないこと1＝ついてです。
し　　　一般1＝、出版社が行う出版事業は、報蓬1：限らず広範な分野を含む毛のであることから、報道機関の典型例として例
　　　示しなかったところです．
　　　　しかし、出版社が行う業務1こっいては、報道1＝加え著述も適用除外とすることから、表現の声吏との関係で特別な配
　　　慮が必要な毛の1ますぺて適用除外とされているところです。
　　　　報道機関と比べた場台の在野の学者、個人の嵌究者の適用除外のあり方についてです．
　　　　報遠と学術研究では個人情報の利用方法など多くの点で相違があり、政府案では、こうした事構に応じて、必要な範
　　　囲で適用除外としているところです。
　　　　具体的にほ、個人の研究者などは、活動の継続性、内容等1についての客観的評価や、趣味や教養等の個人の知的活動
　　　との判別が困難である二と毛あり、適用除外の対象としておりません。
　　　　N　G　O等の…舌動と本法案との関係仁ついてです。
　　　　本法案てば、疫学言冑査に協力して個人構報を提供する場合など、公衆衛生の向上のために特に必要があり・本人の同
　　　意を得ることが困難な場合は、第三者提供の制限から除外されますが、揮質間のあったN　G0の情報収集活動がこれ1こ
　　　該当するかどうかについては、実態に翻し、事実関係を踏まえて判断する必要があります。
　　　　また、御質問のあった、N　G　Oが報道または学術研究の適用除外となるためには、個々の行創＝加えて、当該N　GO
　　　が報道を業として行う者であるか、学術研究を目的とする犠関に該当するかどうかについて、当該組鐵の実態に即して
　　　検討する必要があると考えております．
　　　　残余の質問については、関係大臣から答弁させます．｛拍手〕
　　　　　　　〔国務大臣片山虎之助塔登壇〕

　　　○国務大臣（片山虎之助君j　保坂議員から、四点の御質問がございました。
　　　　まず第一は．目的外利用に関する閑当な理由」1こついてのお尋ねでございます。
　　　隙貝一僕止の例外として認めるわけでございますので、これは、だれでも繍得できるような、それにふさわしい客観性
　　　がなければならないと思いますし、また、それは個別事案に応じて半噺していく、こういうことになろうと患います。
　　決して、行政機関の恣意釣な解釈なり運用を認めるものでばありません。
　　　　どういう例があるかということでございますが、例えば、出入国に関する不正行為を防止するため1＝法務省の出入国
　　　邦人のデータと外務省の持つ旅券管理のデータを突き合わせ一るような場合、あるい1ま、私ど毛の方の恩給と厚生労働省
　　　の援護年金についての支給調整をやるような場合に、蘭方のデータを突き合わせるようなことが考えられるわけであり
　　　ます。

　　　一年以内にミ肖去される個人構報ファイルは、総務大臣への事前通知の適用除外となっております。これは一過性の情
　　報でございますから、そういう毛のまで事前通鉋の対象にすることば大変煩蹟になる、過大な行政負担を課すること1こ
　　な．リますから外しておりますけれども、一隼以内の情報毛、法に従って適正に取り扱うこと一は義務づけてお．リま一すの
　　で、扱いは全く同じでございます．
　　　なお、政令で定める数に満たない値人情報フ7イルの数でございますが、これから政令を決めますので、政令を決め
　　　る段階では、実地を踏まえ、十分な検討の緒巣決めてまいりたいと考えております。
　　　それから、騎示の期限の話でございまして、情報公開法の話がございました。
　　　各省庁、情報公開法も相当なれてまいりましたので、現在1、三十日以内の開示が八三％、六十日を超えるものは五％
　　、こういう報告を受1＋ておりますが、今回の個人情報保護法、行政機関値人橋報保護法で毛、できるだ1ナ法令で定める
　　期間1＝処理する、これは当たり前でございますけれども、膨大な量の情報開示が出てくる、あるいは、相当ややこしい
　　毛ので一度には処理できない、こういうものがあります場合には、やはり特例を適用する余地も残しておきたい、こう
　　いうふうに考えているわげでございます．
　　　最後1：、今回の罰員槻定で防衛庁のリスト事件はどうなるのか、こういうことでございます。
　　　　これは、もう既に総理もお答え1＝なりましたように、刑事罰不遡及の原則がございますので、防衛庁リストの事案は
　　今回の罰則規定の対象仁なりませんが、同様の事案が仮に起こりますれぱ、罰則規定の対象になるか否かについては、
　　榛成要件を含めて事実をしっかり認定して決める・こういうことにな・ろラと患います・（拍手〕．
　　　　　　　【国務大…巨坂ロカ君登壊〕．

　　○国務大臣｛坂ロカ言〕　保坂議員にお答えを申し上げたいと存じます。
　　　個人情報保護法案1こつきまして、包括法とする理由、個人情報漏えい事件についての見解、r事業者」の定義や主務
　　大臣の譲与、「報道」の定義、適用除外の範囲などにつき安してお尋ねがございましたが、これら法案の内容にかかわ
　　る事剰こつきましては、総理大臣の御答弁がございまして、私宅同じ見解でございますので、重複することは避けさせ
　　ていただき一たいというふう1：思います、
　　　なお、厚生労働行政との関係で串し上げますと、個人情報保護に関しましては、医療分野を初め、特1＝保護が必要な
　　分野が多いことは御指糖のとおりでございまして、これま・でも、医療従事者の守穣義務等の整備や指針の策定等を行っ
　　てきたところでございます．
　　　疫学研究分野におきましては、疫学研究1＝関する倫理指針の策定をいたしたところでごぎいます。研究看が遵守すべ
　　き基本原則に値人情報の察護を規定したと二ろでございます。
　　　また、医療分鍬＝おきましては、医療機関につきましては、いわゆる守秘義務規定の充実でございまして、これまで
　　寺秘義務が課せられていなかった看護甑、准看護師、保健齢、歯科衛生士等について、平成十三年の法改正1こおいて、
　　類たに守秘義務を課したところでございます。
　　　健診につきましては、本年中に策定予定の健診の指針におきまして、健診情報が実施主熔間でやりとりされる場合の
　　取り扱いについて盛り込む予定にいたしております’
　　　保険者にっきましても、健康保険組合の職員につきまして、レセプト情報に関する守秘義務の徹底について取りまと
　　めを行ったと＝ろでございます、
　　　以上のよう1＝、それぞれの分野1：つきまして取り扱いを行っているところでございます。　（捨子）
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　　　　　　　　〔北川れん子君登壇コ

　　　　○北州れん子君　民主党、自由党、共産党、社会民主党を代；表しまして、保坂議員の御覧間にお答えいたします。
　　　　　なぜ個別法ではなく包括法なのか、金融、構報通信、医療≡などの個別法こそ必要なのに順序が違うのではないかとい
　　　　う議員の鵠手書摘カ｛ございました。

　　　　　民間の商集活動や経済活動のような分野は、本案、当事者同士の契約による私的自治に任される分野であり、市民国
　　　　体等に、個人情報保護法がないことによる社会的弊害を検…i1≡し、それを除去するために最小限の法律をつくるべきでは
　　　　ないかという趣旨の意見があることは十分承知しています。
　　　　　しかし、保護すべき値入橋報は多様に存在しており、個人情報の漏えい等1＝対する不安や懸念1まあらゆる分野で起き
　　　　かねないことから、立法技術上毛個人情報の保護と国民の自由の両立を図ろうと工夫しつつ、包括法の形式で提案させ
　　　　ていただくこととなりました．
　　　　　四野党案は、規制の適用については、独立1中立の第三香機関である個人情報保護委曼会が判断するなど、行政権力
　　　　の乱用が起きない仕艦みが用意されており、政府機関への情報の過度の集中のおそれや、大臣、官僚の恣意的運用への
　　　　懸念を払拭できない政府案のような、主務大臣が権限を直接行使する形はとられていません。
　　　　　委員会の権鰻の行使に当たって毛、確認的な憲味で、三十七条において、「表現の自由、学閥の自由、信教の自生及
　　　　び政治活動の自由を妨げてはならない．」毛のとしており、市民活動に不当な規制が及ぶことのないよう配慮しており
　　　　ます．
　　　　　個人情報取扱事業者の適用除外について、政府案のような機関、団体ではなく、目的に着目して規定すること1＝よっ
　　　　て、基本的人権の保障の観点からより適切な除外をすること、適用除外となった個人情報取扱事業者の努力義務を肖鱗
　　　　したことなどで政府案とは大きく異なっており、個人情報の保護と国民の自由の両立を図ろうと工夫しています。
　　　　　第六条三項で、「個人情報の性覧及ぴ利用方法1こかんがみ、個人の権利利益の一層の保護を図るため特にその適正な
　　　　取扱いの厳格な実施・を確保する必要がある個人情報について、保護のための格別の措置が講じられるよう必要な法制上
　　　　の措置その他の措置を講ずるものとする．」と規定し一、今後、個別法の対応を視野に入机ております．
　　　　　とりわけ、．民間分野で毛、医療や金融、信用、電気通信分野などについては、別途個別法によって厳しく規制すべき
　　　　であると考えています。
　　　　　また、野党案は、附貝一倍九条で、「政府は、附則第一条ただし審に掲げる規定の施行後三年を目途として、この法律
　　　　の施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。」としており、法案の施行扶
　　　　捌＝基づく見直しを行う旨、規定しているところであります。
　　　　　次に、r個人情報取扱事業者」の定義について、個人の親睦や趣味、非営利活動が事業とみなされるのか、個人情報
　　　　漏えい事件のリスト、本年三月二十五日現在のものでございますが、実際の漏えい事件は営利業者ではないかという御
　　　　質問がございました。
　　　　　「個人橋報取扱事業者」の定義について、癌人の親睦や趣味、非営利活動が事業とみなされるのか、値人情報漏えい
　　　　事件のリストで毛、実際の漏えい事件1ま営利業者で1まないかというお尋ねです・
　　　　　r個人情報取扱事業者」については、これまでの政府の説明では五千件を超え、業として個人構報を扱えば義務規定
　　　　の対象1こ入ることとなり、営利企業に限らず、個人も含まれ・ます。
　　　　　野党案でも、r個人情報データベース等を事業の刷＝供している者をいう．」としており、定義の仕方は政府案と同
　　　　じですが、主務大震ではなく、独立・中立の第三者機関である個人権報保護委員会が関与すること、委員会の権限の行
　　　　使に当たって毛、確認的な意味で、三十七条において、「表現の自由、字間の自軋信教の自由及ぴ政治活動の自由を・
　　　　妨げてはならない。」毛のとしており、市民活動に不当な規制が及ぶことのないよう配慮しております。
　　　　　また、二条三項四号の、「その取り扱う個人情報の量及ぴ利用方法からみて個人の権利利益を暮するおそれが少ない
　　　　ものとして政令で定める著」の範翻を明確1＝することで、値入や市民団体の自由な活動と個人情報の燥護の両立を図り
　　　　たいと考えております．
　　　　　内閣官房の配付した個人情報漏えい事件のリストから毛、問題となっているのは営利企業であることは明らかであ
　　　　り、全くの個人やN　P　o．労働団体を、園や大企業とと毛に「事業者jという広いカテゴリーでくくり．これ1こ規制一を
　　　　行おうということに対するさまざまな意見も理解できます．一方、個人情報は件数や目的にかかわりなく俣…隻されるべ
　　　　きだという意見毛あることは承知・しております。
　　　　　よりよい…芸制度とすべく、野党案では、附貝1」1＝検討条項を設1ナております．

　　　　　最後1＝、開示請求等の決定期間1＝ついて、期間の定めのない延長ができることによる請求者の不利益を野党案ではと
　　　　う克服しているのかという御覧剛＝お答えします．
　　　　　保坂議員御指摘のとおり、行政機関個人情報保護法の政府案1ま、第十九条で、開示請求などに対し、原則として三十
　　　　日以内に決定しなければならないとし、例外として三十日の延長ができるとしています。しかし、第二十条で、さらな
　　　　る例外として決定期間の延長ができることになっており、延長できる期限は定められていません。これば、情報公開法
　　　　と同じ規定ぶりですが、構報公開講求をしてから請求した情報すべてに対する決定までに一年近く要する例が出てきて
　　　　おります。
　　　　　このため、政府案では．槍報公開法と同様に、決定期間の特例競走によって、請求者は決定が出るまで、ただ得たざ
　　　　るを得な＜なっており、その聞、裁判も不服申し立てもできないという問題が生じる苛能性があります．
　　　　　そこで、野党案では、本人開示請求、訂正請求、利用停止請求について、決定期間の特例規定を削除し、開示等決定
　　　　の期限の三十日と延長期限の三十日を合わせた六十日を超えても決定がなされなかった場合1こは、請求が拒否されたも
　　　　のという決定がされた毛のとみなすことができるという、みなし拒否規定を置くことにいたしました．「開示決定等の
　　　　期限j二十一条三項、町正決定等の期限」三十二＝条三項、　「利用停止決定等の期限」四十条三項となっております。
白　　　　これら1＝よって、請求から六十日を超えれば誇求が拒否されたものとみなされ、裁判や不服申し立てといった救済手
　　　　績に移行する道が開けることになります．
　　　　　なお、今後提出を予定している整備法案において、同様の趣旨で情報公開法についても改正を行うこととしており、
　　　　橋報公開法の運用の改善が図られることになります。　（拍手）

　　　　○副議長（獲都恒三君）　これ1＝て質疑は終了いたしました。
　　　　　　　　　　　　◇

　　　　○副議長（渡部恒三君）　本一日は、これ1こて散会いたします。

　　　　　　　午後三時三十四分散会
　　　　　　　　　　　　◇
　　　　　出席国務大臣
　　　　　　　　　　　内閣総理大臣　　小泉純一郎君
　　　　　　　　　　　総務大臣　　　　片山虎之助君

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぺ一ジ｛17）
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